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公布された条例等のあらまし

（条例第１号）◇使用料、手数料等の額の改定等に関する条例

１ 条例の概要

消費税及び地方消費税の税率の引上げに伴い、次に掲げる条例に定める使用料、手数料等の額の改定等を行うこと

とした。

⑴ 島根県手数料条例

⑵ 行政財産の使用料に関する条例

⑶ 島根県立しまね海洋館条例

⑷ 島根県中山間地域研究センター条例

⑸ 警察に関する手数料条例

⑹ 島根県保健所条例

⑺ 島根県立島根あさひ社会復帰促進センター診療所条例

⑻ 島根県立はつらつ体育館条例

⑼ 公衆浴場法施行条例

⑽ 旅館業法施行条例

⑾ 温泉法施行条例

⑿ 化製場等に関する法律施行条例

⒀ 島根県立病院使用料及び手数料条例

⒁ 島根県立武道施設条例

⒂ 島根県立古墳の丘古曽志公園条例

⒃ 島根県立古代出雲歴史博物館条例

⒄ 島根県農業技術センター分析等手数料条例

⒅ 島根県立農業研修館条例

⒆ 島根県畜産技術センター分析等手数料条例

⒇ 島根県家畜保健衛生所条例

島根県立ふるさとの森条例(21)

島根県立中海水中貯木場条例(22)

島根県立宍道湖自然館条例(23)

島根県漁港管理条例(24)

島根県立産業交流会館条例(25)

島根県立産業高度化支援センター条例(26)

島根県産業技術センター条例(27)

島根県立男女共同参画センター条例(28)

島根県立島根県民会館条例(29)

島根県立美術館条例(30)

島根県芸術文化センター条例(31)

島根県立三瓶自然館及びその附属施設の設置及び管理に関する条例(32)

島根県道路占用料徴収条例(33)

島根県海岸占用料等徴収条例(34)

島根県流水占用料等徴収条例(35)

島根県さくらおろち湖周辺スポーツ施設条例(36)
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島根県港湾施設条例(37)

港湾区域及び港湾隣接地域に係る占用料等に関する条例(38)

島根県浜田ポートセンター条例(39)

島根県空港条例(40)

島根県立都市公園条例(41)

都市計画法施行条例(42)

島根県屋外広告物条例(43)

島根県建築基準法施行条例(44)

島根県工業用水道料金徴収条例(45)

２ 施行期日

平成26年４月１日から施行することとした。ただし、１の については、規則で定める日から施行することとし(37)

た。

（条例第２号）◇公立大学法人島根県立大学における重要な財産を定める条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

公立大学法人島根県立大学の保有する重要な財産であって、将来にわたり業務を確実に実施する上で必要がなくな

ったと認められる場合において処分しなければならないものは、県の出資又は支出に係るもので帳簿価額が50万円以

上のものとすることとした。（第２条関係）

２ 施行期日

平成26年４月１日から施行することとした。

（条例第３号）◇島根県公益認定等審議会条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

審議会の庶務をつかさどる職員に法人への立入検査を行わせることができることを踏まえ、審議会の庶務について

次のとおりとすることとした。（第11条関係）

⑴ 審議会の庶務は、総務部及び法人を所管するそれぞれの部（知事以外の執行機関にあっては、当該執行機関の事

務をつかさどる組織）が処理すること。

⑵ 総務部は、審議会の庶務を総括すること。

２ 施行期日

平成26年４月１日から施行することとした。

（条例第４号）◇職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

引用する条項の整理（第６条関係）

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。

（条例第５号）◇知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

給与の減額を平成27年度まで２年間継続して実施することとした。（第１条・第３条関係）

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。
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（条例第６号）◇職員の管理職手当の特例に関する条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

管理職手当の減額を平成27年度まで２年間継続して実施することとした。（第１条関係）

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。

（条例第７号）◇公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

職員を派遣することができる公益的法人等に地方公共団体金融機構を追加することとした。（第２条関係）

２ 施行期日

平成26年４月１日から施行することとした。

（条例第８号）◇島根県附属機関設置条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

⑴ 次のとおり附属機関の名称を改めることとした。（別表知事の部関係）

改 正 前 改 正 後

島根県みつばち転飼調整審議会 島根県蜜蜂転飼調整審議会

⑵ 次のとおり附属機関を設置することとした。（別表教育委員会の部関係）

名 称 担 任 事 務

島根県生徒指導審議会 教育委員会の諮問に応じ、生徒指導上の諸問題に関し必要な事項を調査審議するこ

と。

⑶ その他規定の整理

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。

（条例第９号）◇島根県手数料条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

⑴ 保育士試験の全部の免除の申請に対する審査の事務を指定試験機関が行う場合にあっては、当該事務に係る手数

料を指定試験機関に納付しなければならないこととした。（第３条関係）

⑵ 保育士試験の全部の免除の申請に対する審査に係る手数料の新設（別表24の項関係）

⑶ 薬事法及び薬剤師法の一部を改正する法律の施行に伴う引用条項の整理（別表30の項関係）

２ 施行期日

１の⑴及び⑵については平成26年４月１日から、１の⑶については薬事法及び薬剤師法の一部を改正する法律の施

行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行することとした。

（条例第10号）◇島根県立総合福祉センター条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

⑴ 施設の使用許可の取消し等を行うことができる事由を追加することとした。（第14条関係）

⑵ 消費税及び地方消費税の税率の引上げに伴い、施設の使用料の額の改定等を行うこととした。（別表関係）

⑶ 有料施設等を定めた別表から東部総合福祉センターの301研修室等及び西部総合福祉センターの多目的広場を削

除することとした。（別表関係）
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２ 施行期日

１の⑴については公布の日から、１の⑵については平成26年４月１日から、１の⑶については平成26年９月１日か

ら施行することとした。

（条例第11号）◇島根県民生委員定数条例

１ 条例の概要

市町村の区域ごとに、民生委員の定数を次のとおり定めることとした。

松江市 498人

浜田市 195人

出雲市 428人

益田市 183人

大田市 163人

安来市 127人

江津市 110人

雲南市 142人

奥出雲町 65人

飯南町 33人

川本町 23人

美郷町 39人

邑南町 66人

津和野町 56人

吉賀町 40人

海士町 15人

西ノ島町 16人

知夫村 ６人

隠岐の島町 67人

２ 施行期日

平成26年４月１日から施行することとした。

（条例第12号）◇島根県後期高齢者医療財政安定化基金条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

後期高齢者医療広域連合から徴収する拠出金の額を算出するための割合の改正（第６条関係）

改 正 前 改 正 後

１万分の９ 10万分の44

２ 施行期日

平成26年４月１日から施行することとした。

（条例第13号）◇島根県指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

１ 条例の概要

⑴ 指定居宅介護支援事業者は、法人であることとした。（第２条関係）

⑵ 次に掲げる指定居宅介護支援等の人員及び運営に関する基準を定めることとした。（第３条―第32条関係）

ア 従事する従業者及びその員数
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イ 利用する要介護者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に密接に関連する

もの

ウ その他運営に関する事項

２ 施行期日

平成26年４月１日から施行することとした。

（条例第14号）◇島根県青少年問題協議会設置条例を廃止する条例

１ 条例の概要

他の附属機関等との合理化を図り、島根県青少年問題協議会の設置を要しなくなったことから、島根県青少年問題

協議会設置条例を廃止することとした。

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。

（条例第15号）◇島根県障害者自立支援対策臨時特例基金条例を廃止する条例

１ 条例の概要

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の円滑な運用又は福祉若しくは介護に関する業務に

従事する人材の確保を図るための国の交付金が廃止され、基金の設置を要しなくなったことから、島根県障害者自立

支援対策臨時特例基金条例を廃止することとした。

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。

◇島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス事業等の人員、設

（条例第16号）備及び運営に関する基準等を定める条例等の一部を改正する条例

１ 条例の概要

⑴ 島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス事業等の人

員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正

ア 指定共同生活援助の事業（イを除く。）の人員、設備及び運営に関する基準を定めることとした。（第195条―

第201条関係）

イ 外部サービス利用型指定共同生活援助の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定めることとした。（第201

条の２―第201条の12関係）

ウ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の改正による共同生活介護及び共同生活援助の

一元化等に伴う規定の整備

エ その他規定の整理

⑵ 地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律等の

施行に伴う次に掲げる条例の規定の整備

ア 島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設の人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条例

イ 島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス事業の設備及

び運営に関する基準を定める条例

ウ 島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害者支援施設の設備及び運営

に関する基準を定める条例

２ 施行期日

 
6



号外第28号 島 根 県 報 平成26年３月18日

平成26年４月１日から施行することとした。

◇精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第38条の２第３項の規定に基づく報告に関する条例の一部を改正する条例

（条例第17号）

１ 条例の概要

引用する条項の整理（第１条関係）

２ 施行期日

平成26年４月１日から施行することとした。

（条例第18号）◇貸付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法の廃止に伴う規定の整備（第２条関係）

２ 施行期日

農業の構造改革を推進するための農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する等の法律の施行の日又はこの条例の

公布の日のいずれか遅い日から施行することとした。

（条例第19号）◇島根県農業構造改革支援基金条例

１ 条例の概要

⑴ 設置

農業の担い手への農地の集積及び集約化を促進するための事業に要する経費に充てるため、島根県農業構造改革

支援基金（以下「基金」という。）を設置することとした。（第１条関係）

⑵ 積立て

基金として積み立てる額は、予算で定めることとした。（第２条関係）

⑶ 管理

基金に属する現金は、 も確実かつ有利な方法により保管することとした。（第３条関係）

⑷ 運用益金の処理

基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金に繰り入れることとした。（第４条関

係）

⑸ 繰替運用

知事は、財政上必要があると認めるときは、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができるこ

ととした。（第５条関係）

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。

（条例第20号）◇島根県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

島根県緊急雇用創出事業臨時特例基金を財源とする事業に在職者の処遇の改善のための事業等を追加することとし

た。（第１条関係）

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。

（条例第21号）◇参考人等に対する費用弁償等支給条例の一部を改正する条例
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１ 条例の概要

⑴ 土地収用法及び同法において準用する仲裁法の規定により出頭した鑑定人に支給する手当の額は、鑑定をするに

当たり必要とした特別の技能の程度並びにこれに要した時間及び費用を考慮して定めることとした。（第３条関

係）

⑵ その他規定の整理

２ 施行期日

平成26年４月１日から施行することとした。

（条例第22号）◇島根県水防協議会条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

島根県水防協議会は、会長１人及び委員15人以内で組織することとした。（第２条関係）

２ 施行期日

平成26年４月１日から施行することとした。

（条例第23号）◇県立学校の職員定数条例及び市町村立学校の教職員定数条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

高等学校の教育職員等の定数の改正

区 分 改正前 改正後 増 減

高等学校 教育職員 1,632人 1,625人 △７人

事務職員、技術職員その他の職員 193人 191人 △２人

特別支援学校 教育職員 985人 994人 ９人

事務職員、技術職員その他の職員 80人 80人 －

小学校及び中学校 教育職員 5,101人 5,056人 △45人

事務職員及び技術職員 371人 363人 △８人

２ 施行期日

平成26年４月１日から施行することとした。

（条例第24号）◇島根県立高等学校等条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

⑴ 高等学校の全日制の課程、定時制の課程及び通信制の課程に在学する者について、授業料又は受講料の納付を要

することとした。（第３条関係）

⑵ 就学支援金に関する事務を処理するために必要がある場合として教育委員会規則で定める場合にあっては、教育

委員会規則で定めるときに授業料及び受講料を納付することができることとした。（第４条・第５条・第７条関

係）

⑶ 次に掲げるものについて、授業料及び受講料を減免することができることとした。（第６条関係）

ア 学資の支弁が困難な者であって、教育委員会規則で定めるもの

イ アに掲げる者のほか、在学期間が通算して36月（定時制課程及び通信制課程においては48月）を超える者のう

ち授業料の減免の必要がある者として教育委員会規則で定めるもの

ウ ア及びイに掲げる者のほか、授業料の減免の必要がある者として教育委員会規則で定めるもの

⑷ 既に納付した授業料及び受講料のうち、就学支援金をもって債権の弁済に充てることとなるものは、還付するこ

ととした。（第９条関係）

⑸ 授業料及び受講料の額を次のとおりとすることとした。（別表第２関係）
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ア 授業料

区 分 年 額

全日制の課程 118,800円

定時制の課程（単位制による課程を除く。） 32,400円

イ 受講料

区 分 金 額

定時制の課程（単位制による課程に限る。） １単位につき 1,620円

通信制の課程 １単位につき 330円

⑹ その他規定の整備

２ 施行期日

平成26年４月１日から施行することとした。

（条例第25号）◇島根県立体育施設条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

⑴ 消費税及び地方消費税の税率の引上げに伴い、施設及び設備の使用料の額の改定等を行うこととした。（別表第

１―別表第３関係）

⑵ 島根県立体育館の施設の名称を変更し、及び当該施設の一部の用途を変更することに伴い使用料を改定すること

とした。（別表第２の１の表関係）

２ 施行期日

平成26年４月１日から施行することとした。

（条例第26号）◇島根県立青少年社会教育施設条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

⑴ 消費税及び地方消費税の税率の引上げに伴い、使用料の額の改定等を行うこととした。（別表関係）

⑵ 島根県立少年自然の家の宿泊使用以外の場合の使用許可の対象施設に第２ホール等を追加することとした。（別

表の２の⑵の の表関係）(イ)

２ 施行期日

平成26年４月１日から施行することとした。

（条例第27号）◇島根県社会教育委員に関する条例

１ 条例の概要

⑴ 条例の題名の改正

改 正 前 改 正 後

島根県社会教育委員の定数及び任期に関する条例 島根県社会教育委員に関する条例

⑵ 島根県社会教育委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験

のある者の中から島根県教育委員会が委嘱することとした。（第２条関係）

⑶ 島根県社会教育委員の定数は、20人以内とすることとした。（第３条関係）

⑷ その他規定の整備

２ 施行期日

平成26年４月１日から施行することとした。

（条◇島根県議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正する条例
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例第28号）

１ 条例の概要

⑴ 各選挙区において選挙すべき議員の数の改正（第２条関係）

改 正 前 改 正 後

選挙区 選挙区
選挙すべき議員の数 選挙すべき議員の数

名称 区域 名称 区域

仁多選挙区 仁多郡の区域 １人 仁多選挙区 仁多郡の区域 １人

邑智選挙区 邑智郡の区域 １人 邑智選挙区 邑智郡の区域 １人

鹿足選挙区 鹿足郡の区域 １人 鹿足選挙区 鹿足郡の区域 １人

隠岐選挙区 隠岐郡の区域 １人 隠岐選挙区 隠岐郡の区域 １人

松江選挙区 松江市の区域 11人 松江選挙区 松江市の区域 11人

浜田選挙区 浜田市の区域 ３人 浜田選挙区 浜田市の区域 ３人

出雲選挙区 出雲市の区域 ８人 出雲選挙区 出雲市の区域 ９人

益田選挙区 益田市の区域 ３人 益田選挙区 益田市の区域 ３人

大田選挙区 大田市の区域 ２人 大田選挙区 大田市の区域 ２人

安来選挙区 安来市の区域 ２人 安来選挙区 安来市の区域 ２人

江津選挙区 江津市の区域 １人 江津選挙区 江津市の区域 １人

雲南・飯石選 雲南市及び飯石郡 ３人 雲南・飯石選 雲南市及び飯石郡 ２人

挙区 の区域 挙区 の区域

⑵ 公職選挙法の一部を改正する法律の施行に伴う規定の整備（第２条関係）

２ 施行期日

１の⑴については公布の日以降 初に行われる一般選挙の期日の告示の日から、１の⑵については平成27年３月１

日以降 初に行われる一般選挙の期日の告示の日から施行することとした。
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使用料、手数料等の額の改定等に関する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第１号 

使用料、手数料等の額の改定等に関する条例 

（島根県手数料条例の一部改正）

第�条 島根県手数料条例（平成��年島根県条例第�号）の一部を次のように改

正する。

別表�の項第�号ア中「�	�

円」を「�	��
円」に改め、同号イ中「�	�



円」を「�	��
円」に改める。

別表�
の�の項第�号中「��	


円」を「��	


円」に改め、同項第�号

及び第�号中「�
	


円」を「�
�	


円」に改める。

別表��の項第�号イ中「��	


円」を「��	


円」に改める。

別表��の項第�号イ中「��	


円」を「��	�

円」に改める。

別表��の項第�号中「��	


円」を「��	


円」に改める。

別表�の項第�号中「�	


円」を「�	
�
円」に改め、同項第�号中「�	




円」を「�	�

円」に改める。

別表��の項第�号ウ中「�	��
円」を「�	��
円」に改める。

別表
の項第�号ア中「���	�

円」を「���	�

円」に改め、同号イ及びエ

中「��	�

円」を「��	�

円」に改め、同号オ及びカ中「��	�

円」を

「��	�

円」に改め、同号キ中「���	�

円」を「���	�

円」に改め、同号ク

中「��	�

円」を「��	�

円」に改め、同号ケ中「��	


円」を「��	�

円」

に改め、同項第�号ア中「��	


円」を「��	�

円」に改め、同号イ及びエ

中「���	


円」を「���	�

円」に改め、同号オ及びカ中「��	�

円」を

「��	�

円」に改め、同号キ中「��	


円」を「��	�

円」に改め、同号ク

中「���	


円」を「���	�

円」に改め、同号ケ中「��	�

円」を「�
	


円」

に改め、同項第�号ア中「�
	


円」を「�
	�

円」に改め、同号イ中「��	




円」を「��	�

円」に改め、同号ウ中「��	�

円」を「��	�

円」に改め、同

号エ中「��	


円」を「��	�

円」に改め、同号オ中「��	�

円」を「��	�
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円」に改め、同号キ中「������円」を「������円」に改め、同号ク中「������

円」を「������円」に改め、同号ケ中「������円」を「���	��円」に改め、同

号コ中「������円」を「������円」に改め、同号サ中「������円」を「���	��

円」に改め、同号シ中「������円」を「���
��円」に改め、同号ス中「������

円」を「���
��円」に改め、同号セ中「���	��円」を「������円」に改め、同

項第�号ア中「������円」を「������円」に改め、同号イ中「������円」を

「���
��円」に改め、同号ウ中「��
��円」を「����円」に改め、同号エ中

「������円」を「���
��円」に改め、同号オ中「��
��円」を「����円」に

改め、同号キ中「	�
��円」を「	���円」に改め、同号ク中「����円」を

「�����円」に改め、同号ケ中「��
��円」を「����円」に改め、同号コ中

「����円」を「�����円」に改め、同号サ中「��
��円」を「����円」に

改め、同号シ中「������円」を「������円」に改め、同号ス中「������円」を

「���
��円」に改め、同号セ中「��
��円」を「����円」に改め、同項第�

号ア中「�
����円」を「�
�
��円」に改め、同号イ中「������円」を「���
��

円」に改め、同号ウ中「�
����円」を「�
����円」に改め、同号エ中「������

円」を「���
��円」に改め、同号オ中「�
����円」を「�
����円」に改め、同

号カ中「�����円」を「������円」に改め、同号キ中「������円」を「������

円」に改め、同号ク中「������円」を「������円」に改め、同号ケ中「������

円」を「������円」に改め、同号コ中「������円」を「������円」に改め、同

号サ中「�
����円」を「�
�
��円」に改め、同号シ中「������円」を「���
��

円」に改め、同号ス中「�
����円」を「�
����円」に改め、同項第�号ア中

「������円」を「������円」に改め、同号イ中「�����円」を「�����円」に

改め、同号ウ中「
����円」を「
�����円」に改め、同号エ中「�����円」を

「�����円」に改め、同号オ中「
����円」を「
�����円」に改め、同号カ中

「������円」を「������円」に改め、同号キ中「�����円」を「�����円」に

改め、同号ク中「
����円」を「
�����円」に改め、同号ケ中「������円」を

「������円」に改め、同号コ中「�����円」を「�����円」に改め、同号サ中

「
����円」を「
�����円」に改め、同項第
�号中「
����円」を「
�����円」
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に改め、同項第��号ア中「�������円」を「�������円」に改め、同号イ中

「������円」を「���	��円」に改め、同号ウ中「
	����円」を「
	�
��円」に

改め、同号エ中「������円」を「���	��円」に改め、同号オ中「
	����円」を

「
	�
��円」に改め、同号カ中「�������円」を「�������円」に改め、同号キ

中「������円」を「���	��円」に改め、同号ク中「
	����円」を「
	�
��円」

に改め、同号ケ中「�������円」を「�������円」に改め、同号コ中「������円」

を「���	��円」に改め、同号サ中「
	����円」を「
	�
��円」に改め、同項第��

号中「
	����円」を「
	�
��円」に改め、同項第�
号中「������円」を「������

円」に改め、同項第��号中「������円」を「������円」に改め、同項第��号ア

中「������円」を「���	��円」に改め、同号イ中「������円」を「���	��円」

に改め、同号ウ中「�
����円」を「�
����円」に改め、同号エ中「������円」

を「���	��円」に改め、同号オ中「�
����円」を「�
����円」に改め、同号カ

中「������円」を「���	��円」に改め、同号キ中「������円」を「���	��円」

に改め、同号ク中「�
����円」を「�
����円」に改め、同号ケ中「������円」

を「���	��円」に改め、同号コ中「������円」を「���	��円」に改め、同号サ

中「�
����円」を「�
����円」に改め、同項第��号中「�
����円」を「�
�
��

円」に改め、同項第��号ア中「�������円」を「�������円」に改め、同号イ中

「������円」を「�
����円」に改め、同号ウ中「
	����円」を「
	����円」に

改め、同号エ中「������円」を「�
����円」に改め、同号オ中「
	����円」を

「
	����円」に改め、同号カ中「�������円」を「�������円」に改め、同号キ

中「������円」を「�
����円」に改め、同号ク中「
	����円」を「
	����円」

に改め、同号ケ中「�������円」を「�������円」に改め、同号コ中「������円」

を「�
����円」に改め、同号サ中「
	����円」を「
	����円」に改め、同項第�	

号中「
	����円」を「
	�
��円」に改める。

別表
�の項第号ア中「�����円」を「�����円」に改め、同号イ中「��	��

円」を「��	��円」に改め、同項第�号中「�����円」を「�����円」に改める。

別表
�の項第�号イ中「
�����円」を「
�����円」に改め、同項第�号中

「���円」を「���円」に改める。
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別表��の項第�号中「�����円」を「�����円」に改め、同項第	号中「
����

円」を「
����円」に改める。

別表��の項第�号中「�����円」を「�����円」に改め、同項第	号中「�����

円」を「���
�円」に改める。

別表��の項第	号中「����円」を「����円」に改める。

別表��の項第�号中「���円」を「���円」に改める。

別表��の項第�号アウ�ｇ中「������円」を「������円」に改め、同号アウ�ｈ

中「������円」を「������円」に改め、同号アウ�ｉ中「������円」を「���
��

円」に改め、同号アウ�ｊ中「��
��円」を「���円」に改め、同号アウ�ｋ中

「�����円」を「������円」に改め、同号アウ�ｌ中「�����円」を「������円」

に改め、同項第	号イア�ｃ�中「����円」を「���円」に改め、同号イア�ｃ

�中「
����円」を「
���円」に改め、同号イア�ｃ�中「�����円」を「�����

円」に改め、同号イア�ｃ�中「������円」を「������円」に改め、同号イア�ｃ

�中「������円」を「������円」に改め、同号イア�ｃ�中「������円」を

「������円」に改め、同号イア�ｃ	中「�����円」を「�����円」に改め、同

号イア�ｃ
中「������円」を「������円」に改め、同項第�号中「���円」を

「���円」に改め、同項第��号イア�中「����円」を「�����円」に改め、同

号イイ�中「������円」を「�����円」に改め、同号ウ中「�����円」を「������

円」に改め、同号エア�中「������円」を「������円」に改め、同号エイ�中

「������円」を「������円」に改め、同号エウ�中「�����円」を「������円」

に改め、同号エエ�中「�������円」を「�������円」に改め、同号エオ�中「�����

円」を「�������円」に改め、同号エカ�中「�������円」を「�������円」に改

め、同号エキ�中「������円」を「�������円」に改め、同号エク�中「�������円」

を「�������円」に改め、同号エケ�中「�����円」を「�����円」に改める。

別表��の項第�号イ中「�
����円」を「������円」に改める。

別表
�の項中「�
�����円」を「�
�����円」に改める。

別表
�の�の項第�号イエ�中「�������円」を「�������円」に改め、同号イ

オ�中「��
����円」を「�������円」に改め、同号イカ�中「���������円」を
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「���������円」に改め、同号イキ�中「���������円」を「��	������円」に改め、

同号イク�中「
��������円」を「
���	����円」に改め、同項第号イエ�中

「�������円」を「�������円」に改め、同号イオ�中「��	����円」を「�������

円」に改め、同号イカ�中「���������円」を「���������円」に改め、同号イキ�

中「���������円」を「��	������円」に改め、同号イク�中「
��������円」を

「
���	����円」に改め、同項第�号中「���分の���」を「���分の���」に改

める。

別表	�の�の項第�号ア中「

�
��円」を「

����円」に、「エネルギーの

使用の合理化に関する法律」を「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」

に、「�����円」を「��	��円」に改め、同号イア�中「	�����円」を「	�����円」

に、「�����円」を「�����円」に改め、同号イイ�中「�
����円」を「�
����円」

に、「������円」を「������円」に改め、同号イウ�中「�
�����円」を「�
�����

円」に、「������円」を「������円」に改め、同号イエ�中「�������円」を

「�������円」に、「�
����円」を「�
�
��円」に改め、同号イオ�中「�������

円」を「�������円」に、「���
��円」を「������円」に改め、同号イカ�中

「
	�����円」を「
	�����円」に、「�������円」を「�������円」に改め、同

号イキ�中「��
����円」を「�������円」に改め、同号イク�中「��	����円」を

「�������円」に、「�	�����円」を「�	
����円」に改め、同号ウア�ａ中「	�����

円」を「	�����円」に、「�����円」を「�����円」に改め、同号ウア�ｂ中

「�
����円」を「�
����円」に、「������円」を「������円」に改め、同号ウ

ア�ｃ中「�
�����円」を「�
�����円」に、「������円」を「������円」に改め、

同号ウア�ｄ中「�������円」を「�������円」に、「�
����円」を「�
�
��円」

に改め、同号ウア�ｅ中「�������円」を「�������円」に、「���
��円」を

「������円」に改め、同号ウア�ｆ中「
	�����円」を「
	�����円」に、「�������

円」を「�������円」に改め、同号ウア�ｇ中「��
����円」を「�������円」に改

め、同号ウア�ｈ中「��	����円」を「�������円」に、「�	�����円」を「�	
����

円」に改め、同号ウイ�ａ中「��	����円」を「�������円」に、「�����円」を

「�����円」に改め、同号ウイ�ｂ中「��
����円」を「�������円」に、「������
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円」を「������円」に改め、同号ウイ�ｃ中「�������円」を「�������円」に、

「���	��円」を「������円」に改め、同号ウイ�ｄ中「	
�����円」を「	
�����

円」に、「�������円」を「��	����円」に改め、同号ウイ�ｅ中「
������円」を

「
������円」に改め、同号ウイ�ｆ中「
������円」を「
������円」に、

「�������円」を「�������円」に改め、同号ウウ�ａ中「�	�����円」を「�	�����

円」に、「�����円」を「�����円」に改め、同号ウウ�ｂ中「	������円」を

「	������円」に、「������円」を「������円」に改め、同号ウウ�ｃ中「�������

円」を「�������円」に、「���	��円」を「������円」に改め、同号ウウ�ｄ中

「�
�����円」を「�
�����円」に、「�������円」を「��	����円」に改め、同

号ウウ�ｅ中「�
�����円」を「�������円」に改め、同号ウウ�ｆ中「�������円」

を「�������円」に、「�������円」を「�������円」に改め、同号エア�中

「�	�����円」を「�	�����円」に、「�����円」を「�����円」に改め、同号エ

イ�中「	������円」を「	������円」に、「������円」を「������円」に改め、

同号エウ�中「�������円」を「�������円」に、「���	��円」を「������円」に

改め、同号エエ�中「�
�����円」を「�
�����円」に、「�������円」を「��	����

円」に改め、同号エオ�中「�
�����円」を「�������円」に改め、同号エカ�中

「�������円」を「�������円」に、「�������円」を「�������円」に改め、同

項第号ア中「������円」を「������円」に、「�����円」を「��	��円」に改

め、同号ウイ�ａ中「���
��円」を「������円」に、「�����円」を「�����円」

に改め、同号ウイ�ｂ中「�	����円」を「�	����円」に、「���
��円」を「������

円」に改め、同号ウイ�ｃ中「�	�����円」を「�	�����円」に、「������円」を

「������円」に改め、同号ウイ�ｄ中「�������円」を「�������円」に、「
	����

円」を「
	�	��円」に改め、同号ウイ�ｅ中「�������円」を「�������円」に、

「���	��円」を「������円」に改め、同号ウイ�ｆ中「	������円」を「	������

円」に、「�������円」を「�������円」に改め、同号ウイ�ｇ中「
�	����円」を

「
������円」に改め、同号ウイ�ｈ中「�������円」を「�������円」に、

「�������円」を「��	����円」に改め、同号ウウ�ａ中「�������円」を「�������

円」に、「�����円」を「�����円」に改め、同号ウウ�ｂ中「��	����円」を
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「�������円」に、「������円」を「���	��円」に改め、同号ウウ�ｃ中「�������

円」を「�������円」に、「���
��円」を「������円」に改め、同号ウウ�ｄ中

「
������円」を「
������円」に、「�������円」を「��
����円」に改め、同

号ウウ�ｅ中「�������円」を「��	����円」に改め、同号ウウ�ｆ中「�������円」

を「�������円」に、「�	�����円」を「�	�����円」に改め、同号ウエ�ａ中

「�
�����円」を「�
�����円」に、「	����円」を「	����円」に改め、同号ウ

エ�ｂ中「
������円」を「
������円」に、「������円」を「���	��円」に改め、

同号ウエ�ｃ中「�������円」を「��	����円」に、「���
��円」を「������円」

に改め、同号ウエ�ｄ中「�������円」を「�������円」に、「�������円」を

「��
����円」に改め、同号ウエ�ｅ中「��	����円」を「�������円」に改め、同

号ウエ�ｆ中「�������円」を「��	����円」に、「�	�����円」を「�	�����円」

に改め、同号エア�中「�
�����円」を「�
�����円」に、「	����円」を「	����

円」に改め、同号エイ�中「
������円」を「
������円」に、「������円」を

「���	��円」に改め、同号エウ�中「�������円」を「��	����円」に、「���
��

円」を「������円」に改め、同号エエ�中「�������円」を「�������円」に、

「�������円」を「��
����円」に改め、同号エオ�中「��	����円」を「�������

円」に改め、同号エカ�中「�������円」を「��	����円」に、「�	�����円」を

「�	�����円」に改め、同項第号中「���分の���」を「���分の���」に改め

る。

（行政財産の使用料に関する条例の一部改正）

第�条 行政財産の使用料に関する条例（昭和
	年島根県条例第��号）の一部を

次のように改正する。

第条第項中「���分の���」を「���分の���」に改める。

（島根県立しまね海洋館条例の一部改正）

第条 島根県立しまね海洋館条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次の

ように改正する。

別表小学校の児童、中学校及び高等学校の生徒並びにこれらに準ずる者の項

中「���円」を「���円」に、「���円」を「���円」に、「�����円」を「���
�
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円」に改め、同表その他の者の項中「�����円」を「�����円」に、「�����円」

を「�����円」に、「�����円」を「�����円」に改める。

（島根県中山間地域研究センター条例の一部改正）

第	条 島根県中山間地域研究センター条例（平成��年島根県条例第
�号）の一

部を次のように改正する。

別表第�の�の表中備考以外の部分を次のように改める。

� 研修施設使用料

別表第�の�の表研修宿泊棟宿泊室の項中「����円」を「����円」に改め、

別表第�の�の表映像音響設備の項中「�
�円」を「���円」に、「�����円」

を「��
��円」に、「�����円」を「����円」に改め、同表研修用実験実習設備

の項中「���
�円」を「��
��円」に改める。

別表第�の�の項第�号中「�����円」を「���
�円」に改め、同項第�号中

「�����円」を「�����円」に改め、同表の�の項第�号中「���円」を「���円」

に改め、同項第�号中「�����円」を「�����円」に改め、同表の�の項第�号

中「�����円」を「�����円」に改め、同項第�号中「�����円」を「�����円」

に改め、同項第�号中「�����円」を「����円」に改め、同項第	号中「�����

円」を「����円」に改め、同項第�号中「�
����円」を「�
����円」に改め、

同表の	の項中「�����円」を「�����円」に改め、同表の�の項第�号中

名 称

使 用 料 の 額

午前�時から

正午まで

午後�時から

午後�時まで

午前�時から

午後�時まで

第�研修室 �����円 �����円 �����円

第�研修室 ��
��円 �����円 �����円

大会議室 �����円 �����円 �����円

小会議室 �����円 �����円 �����円

実験実習室 �����円 �����円 ����円

機械化研修実習室 ����円 �����円 
���円
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「�����円」を「�����円」に改め、同項第�号中「���	�円」を「��
��円」に

改め、同表の�の項第号中「�����円」を「��
	�円」に改め、同項第�号中

「浸せき剥
はく

離試験」を「浸せき�離試験」に、「��

�円」を「�����円」に改

め、同項第�号中「���	�円」を「���
�円」に改め、同項第�号中「���	�円」

を「�����円」に改め、同項第�号中「煮沸剥
はく

離試験」を「煮沸�離試験」に、

「��	��円」を「�����円」に改める。

（警察に関する手数料条例の一部改正）

第�条 警察に関する手数料条例（平成��年島根県条例第�
号）の一部を次のよ

うに改正する。

別表第の��の�の項中「�
����円」を「������円」に改める。

（島根県保健所条例の一部改正）

第�条 島根県保健所条例（昭和�
年島根県条例第�号）の一部を次のように改

正する。

別表第�のの項中「�円	�銭」を「�円�	銭」に改める。

（島根県立島根あさひ社会復帰促進センター診療所条例の一部改正）

第�条 島根県立島根あさひ社会復帰促進センター診療所条例（平成��年島根県

条例第��号）の一部を次のように改正する。

第�条第�項第�号中「��円��銭」を「��円��銭」に改める。

（島根県立はつらつ体育館条例の一部改正）

第�条 島根県立はつらつ体育館条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次

のように改正する。

別表のの表体育室の部アマチュアスポーツに使用する場合の項中「�����

円」を「���	�円」に、「��	��円」を「�����円」に、「	����円」を「	����円」

に、「�����円」を「��
��円」に、「��	��円」を「�����円」に改め、同部ア

マチュアスポーツ以外に使用する場合の項中「������円」を「������円」に、

「������円」を「������円」に、「���	��円」を「�	����円」に、「�
����円」

を「������円」に、「������円」を「�
����円」に改め、同表会議室の項中

「	��円」を「	��円」に、「���円」を「�
�円」に改める。
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（公衆浴場法施行条例の一部改正）

第�条 公衆浴場法施行条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次のように

改正する。

第�条の�第�項中「���			円」を「���
		円」に改める。

（旅館業法施行条例の一部改正）

第
	条 旅館業法施行条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次のように改

正する。

第�条第項第号中「���			円」を「���
		円」に改める。

（温泉法施行条例の一部改正）

第

条 温泉法施行条例（平成
�年島根県条例第
�号）の一部を次のように改正

する。

第�条第項第号中「
�	�			円」を「
�
�			円」に改め、同項第�号中

「

	�			円」を「


�			円」に改め、同項第
�号中「�	�			円」を「�	��		

円」に改める。

（化製場等に関する法律施行条例の一部改正）

第
�条 化製場等に関する法律施行条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を

次のように改正する。

第�条第項第号中「���	�	円」を「���	�	円」に改め、同項第�号中

「
��	�	円」を「
��	�	円」に改め、同項第�号中「���		円」を「���
	円」

に改める。

（島根県立病院使用料及び手数料条例の一部改正）

第
�条 島根県立病院使用料及び手数料条例（昭和��年島根県条例第��号）の一

部を次のように改正する。

第�条第�項第�号中「
	円�	銭」を「
	円�	銭」に、「
		分の
	�」を

「
		分の
	�」に改める。

（島根県立武道施設条例の一部改正）

第
�条 島根県立武道施設条例（昭和��年島根県条例第
	号）の一部を次のよう

に改正する。
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「

別表の�の�の表中 を

」

円

�����
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�� �����


�
�� ������
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� ���
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��
�� �����
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�
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�

「

に改め、別表の�の�の表中

」

円

���	�

円

����

��	�� ���
�


���� ������

��� 	��

����� ��
��
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の�の表中「�����円」を「�����円」に、「��	��円」を「��
��円」に改め、

別表の�中「���円」を「���円」に改める。

（島根県立古墳の丘古曽志公園条例の一部改正）

第��条 島根県立古墳の丘古曽志公園条例（平成�年島根県条例第号）の一部

を次のように改正する。

別表の�の表中「�����円」を「�����円」に、「
��円」を「
��円」に改め、

別表の�の表中「���円」を「���円」に、「���円」を「���円」に改める。

（島根県立古代出雲歴史博物館条例の一部改正）

第��条 島根県立古代出雲歴史博物館条例（平成�	年島根県条例第�
号）の一部

を次のように改正する。

別表第�中「���円」を「���円」に、「���円」を「���円」に、「���円」

を「�
�円」に改める。

（島根県農業技術センター分析等手数料条例の一部改正）

第�	条 島根県農業技術センター分析等手数料条例（昭和��年島根県条例第�	

号）の一部を次のように改正する。

別表�の項第�号中「�����円」を「�����円」に改め、同項第�号中「��	��

円」を「�����円」に改め、同項第�号中「�����円」を「���	�円」に改め、同

項第�号中「��
��円」を「�����円」に改め、同項第�号中「��	��円」を

「�����円」に改め、同項第�号中「�����円」を「��	��円」に改め、同項第�

号中「��	��円」を「���
�円」に改め、同項第�号中「���	�円」を「�����円」

に改め、同項第号中「�����円」を「�����円」に改め、同表�の項第�号中

「�����円」を「�����円」に改め、同項第�号中「��
��円」を「�����円」に

「 「

を に改め、別表

」 」

円

�����

円

��
��

��	�� �����

	�	�� ������

	�� 
��

円

�����

円

�����

����� ���	�

	�
�� ����
�

	�� 
��
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改め、同項第�号中「������円」を「������円」に改め、同表�の項第�号中

「���	�円」を「
����円」に改め、同項第�号中「	����円」を「	�
�円」に

改め、同項第�号中「�����円」を「���	�円」に改め、同項第�号中「������

円」を「������円」に改め、同項第�号中「
�����円」を「

����円」に改め、

同表�の項第�号中「���
�円」を「�����円」に改め、同項第�号中「�����

円」を「�����円」に改め、同項第�号中「�����円」を「�����円」に改め、同

項第�号中「�����円」を「�����円」に改め、同項第�号中「�����円」を

「�����円」に改め、同項第�号中「�����円」を「��
��円」に改め、同項第�

号中「��
	�円」を「��	��円」に改め、同項第�号中「�����円」を「�����円」

に改め、同項第�号中「�����円」を「�����円」に改め、同項第��号中「
��
�

円」を「
����円」に改め、同項第��号中「
���円」を「
����円」に改め、同

項第��号中「
����円」を「
����円」に改め、同項第�
号中「
���円」を

「
�
��円」に改め、同項第�	号中「
�
��円」を「
�
��円」に改め、同項第��

号中「
�

�円」を「
�	
�円」に改め、同項第��号中「	����円」を「	����円」

に改め、同項第�号中「	����円」を「�����円」に改め、同項第��号中「�
��

円」を「����円」に改め、同表�の項第�号中「��円」を「	�円」に、同

項第�号中「��
��円」を「��	��円」に改める。

（島根県立農業研修館条例の一部改正）

第��条 島根県立農業研修館条例（昭和�年島根県条例第
�号）の一部を次のよ

うに改正する。

「

別表の�の表中 を

」

円

�����

円

���
�

円


�
�

����� ��
�� �����

��� 	� ���	�

「

に改め、別表の�の表中「��円｣

円

�����

円

�����

円


��
�
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を「���円」に改める。

（島根県畜産技術センター分析等手数料条例の一部改正）

第��条 島根県畜産技術センター分析等手数料条例（平成��年島根県条例第��

号）の一部を次のように改正する。

別表	の表	の項中「�
���円」を「�
��円」に改め、同表�の項第	号中

「�
���円」を「�
���円」に改め、同項第�号中「
���円」を「
��円」に

改め、別表�の表経膣
ちつ

採卵による体外受精卵の生産の項中「��
���円」を

「��
���円」に改め、別表�の表性判別処理の項中「�
���円」を「�
��円」

に改める。

（島根県家畜保健衛生所条例の一部改正）

第�条 島根県家畜保健衛生所条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次の

ように改正する。

別表第�の�の項中「���円」を「���円」に、「���円」を「���円」に改

め、同表の�の項中「�
��円」を「�
��円」に改める。

別表第�の	の項中「���円」を「���円」に改め、同表の�の項中「���円」

を「��円」に改め、同表の�の項中「�
��円」を「�
��円」に改め、同表

の�の項中「
���円」を「
��円」に改める。

別表第�の�の項中「���円」を「���円」に改め、同表の�の項中「���円」

を「��円」に改める。

別表第�の	の項中「�
���円」を「�
���円」に改め、同表の�の項中

「
���円」を「
���円」に改め、同表の�の項中「
���円」を「
���円」

に改める。

別表第�中「��
���円」を「��
���円」に改める。

（島根県立ふるさとの森条例の一部改正）

第�条 島根県立ふるさとの森条例（平成�年島根県条例第��号）の一部を次の

」

�
�� �
��� 
��

��� ��� �
��
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ように改正する。

別表中「���円」を「���円」に改める。

（島根県立中海水中貯木場条例の一部改正）

第��条 島根県立中海水中貯木場条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次

のように改正する。

別表中「��円	�銭」を「��円��銭」に改める。

（島根県立宍道湖自然館条例の一部改正）

第��条 島根県立宍道湖自然館条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次の

ように改正する。

第��条第
項中「別表に定める」を削る。

別表その他の者の項中「���円」を「���円」に、「�����円」を「�����円」

に改める。

（島根県漁港管理条例の一部改正）

第��条 島根県漁港管理条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次のように

改正する。

「 「
���円

�����円��銭

�����円

���円��銭

��円

�����円

���円��銭

�����円�銭

��	��円��銭

�	�円��銭

�円��銭

���円
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別表第�中 を に改める。

���円

�	
円

�����円

��円��銭

��円

�円��銭

��円��銭

�	円
�銭

	�円�銭

���円��銭

���円

��円��銭

��
円��銭


��円
�銭

���
�円

��円
�銭

��円��銭

�円�銭

��円��銭

��円��銭

	�円

銭

��
円
�銭

���円

�円��銭

 
26



 号外第 28 号         島  根  県  報        平成 26 年３月 18 日   

                                           
 

 

」 」

���円��銭

��円��銭

	��円	�銭

��円��銭

「

別表第
の�の表中 を

」

�立方メートルにつき ��	円

�立方メートルにつき ���円

�立方メートルにつき �	�円

�立方メートルにつき �	�円

�個につき 	円

�個につき ��円に、平均径が��センチ

メートルに��センチメート

ル増すごとに��円を加えた

額

「

に改め、別表第
の�の表中

」

�立方メートルにつき ���円	�銭

�立方メートルにつき ���円��銭

�立方メートルにつき ���円��銭

�立方メートルにつき ���円��銭

�個につき 	�円��銭

�個につき �	円��銭に、平均径が��セ

ンチメートルに��センチ

メートル増すごとに��円	�

銭を加えた額
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（島根県立産業交流会館条例の一部改正）

第��条 島根県立産業交流会館条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次の

ように改正する。

別表の�の�の表中

「 「

を に改める。

」 」

�	円��銭

�
円�銭

���円

��	円

	
�円�銭

�
円

���円�銭

��	円

���円

���円�銭

�	円��銭

�
円�銭

��円��銭

���円�銭

��円�銭

	��円
銭

���円
銭

���円�銭

��円�銭

�
円

��円�銭

�
円�銭

「
������円 	
���円 
�	��
円 ���
円

��	��
円 	�
���円 ����
�円 ����
円

�����円 ��
��円 	�	�

円 �	���円

������円 ����
円 	�����円 �
���円
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を

」

������円 ��	����円 �
��	��円 ������円

����
��円 �	�����円 ��	����円 ������円

	�����円 ������円 
�����円 ������円

������円 ���
��円 ������円 ������円

����	�円 ������円 �	����円 �����円

���		�円 ������円 	���	�円 ��
��円


���
�円 ��
��
�円 �������円 ������円

���
�円 ��		�円 	�
��円 
��円

��
��円 ��
��円 �����円 ���円

�����円 �����円 ��
��円 �	�円

�����円 �����円 ������円 �����円

�����円 �����円 �����円 �	�円

	����円 �����円 
��
�円 ��	��円

�����円 	����円 ���	�円 ���
�円

������円 ������円 	��	
�円 ���	�円

������円 ������円 ������円 �����円


����円 ������円 ���	��円 ��
��円

「
��	����円 ����
��円 	����
�円 �
����円

�
�����円 ����	��円 �������円 ���
	�円

�����	�円 �������円 �����
�円 ����
�円

��
��
�円 ��	��
�円 �������円 ������円

���
��円 �������円 �������円 ������円

��	����円 �������円 �������円 �
����円

	�����円 ����
�円 
�����円 �	����円

����	�円 �
����円 ����	��円 ������円

������円 ������円 ������円 ��
��円
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改め、別表の�の�の表中「�����円」を「�����円」に、「	��
�円」を「	����

円」に、「�	����円」を「�	����円」に、「
���円」を「
��円」に改め、

（島根県立産業高度化支援センター条例の一部改正）

第	�条 島根県立産業高度化支援センター条例（平成�
年島根県条例第�号）の

一部を次のように改正する。

別表の�の�の表創業準備室の項中「���円」を「���円」に、「�����円」

を「���	�円」に改め、同表創業支援室の項中「���円」を「���円」に、「�����

円」を「���	�円」に改め、同表研究開発室の項中「	����円」を「	����円」

に、「	����円」を「	����円」に改め、同表プロジェクト研究員室の項中「���

に

」

	���	�円 	��	�円 �	��	�円 �����円


����円 �������円 �������円 	����円

	����円 
��
�円 �����円 ��円

	����円 
����円 �����円 ���円

�����円 	����円 
����円 ���円

�����円 �����円 ������円 �����円

�����円 	�		�円 
�
��円 ���円

���
�円 �����円 ��	�円 ���
�円


����円 ����円 ��	�円 ��	��円

	�����円 	��
	�円 ����
�円 ��	�円

�����円 	�����円 
�����円 �����円

����円 ����	�円 ������円 	����円

「 「

別表の�の表中 を に改める。

」 」

		���円

������円

��
	�円

�����円

�����円

	
����円

����	�円

����円

��	�円

�����円
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円」を「���円」に、「�����円」を「�����円」に改め、同表指定駐車場の項

中「�����円」を「�����円」に改め、別表の�の�の表デジタルハイビジョン

映像編集室の項中「�����円」を「�����円」に改め、同表デジタル音声編集室

の項中「���	�円」を「�����円」に改め、同表コンピュータグラフィックス制

作室（貸切りの場合）の項中「
	�円」を「	��円」に改め、同表ハイビジョン

静止画制作室の項中「���円」を「
��円」に改め、別表の�の�の表大会議室

の項中「�����円」を「���
�円」に改め、同表中会議室の項中「���
�円」を

「�����円」に改め、同表小会議室の項中「
��円」を「
��円」に改め、同表

特別会議室の項中「�	�円」を「�����円」に改め、同表南館会議室の項中「���

円」を「���円」に改め、別表の�の備考の�及び中「���円」を「��円」に

改める。

（島根県産業技術センター条例の一部改正）

第�
条 島根県産業技術センター条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次

のように改正する。

第�条第項中「�����円」を「��	��円」に改める。

別表第�号中「�	�円」を「���円」に、「���円」を「�	�円」に改め、同表

第号中「���	�円」を「���	�円」に改め、同表第�号中「������円」を

「���
��円」に改め、同表第�号中「������円」を「���		�円」に改め、同表

第�号中「�	����円」を「�	�
��円」に改め、同表第�号中「��
����円」を

「�������円」に改め、同表第�号中「�����円」を「�����円」に改め、同表第

�号中「�����円」を「�����円」に改め、同表第��号中「�	����円」を「�	����

円」に改め、同表第��号中「	����円」を「	����円」に改め、同表第��号中

「�����円」を「�����円」に、「���円」を「���円」に改め、同表第�
号中

「���	�円」を「�����円」に改め、同表第�	号中「
	�円」を「	��円」に改め

る。

（島根県立男女共同参画センター条例の一部改正）

第�	条 島根県立男女共同参画センター条例（平成��年島根県条例第��号）の一

部を次のように改正する。
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別表の�の表の備考以外の部分を次のように改める。

� 施設使用料

（島根県立島根県民会館条例の一部改正）

第��条 島根県立島根県民会館条例（昭和��年島根県条例第�号）の一部を次の

ように改正する。

別表の�の�の表中

種 別

使 用 料 の 額

午前�時

から正午

まで

午後�時

から午後

�時まで

午後	時

から午後

�時まで

午前�時

から午後

�時まで

午後�時

から午後

�時まで

午前�時

から午後

�時まで

ホール 
�����円 
����円 
�����円 ���
��円 ������円 �
���円

楽屋� 
��円 
��円 
�円 ���円 ���円 ���円

楽屋� 
��円 ���円 ���円 ���円 ���円 ���円

多目的研

修室


����円 �����円 ��
��円 �����円 ���
�円 �����円

研修室� �����円 �����円 ����円 �����円 ��
��円 ����円

研修室�

又は研修

室�


����円 
����円 
���円 �����円 �����円 ���
�円

研修室� 
����円 
����円 
���円 �����円 �����円 ��
��円

研修室� 
����円 
����円 
��
�円 ��
��円 ����円 �����円

特別会議

室

�����円 �����円 ���円 ����円 �����円 ���
�円

生活創造

スタジオ

�����円 ����円 �����円 �����円 ����円 ���
�円

和室� ���円 ��円 ���円 
���円 
��
�円 �����円

和室� ���円 ���円 ���円 
����円 
����円 
����円
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「

を

」

円

������

円

������

円

		��	�

円



����

円

������

円

�������

������ 	����� 

���� ������ ��	���� �������

����	� �	�
�� ���	�� ���	�� ������ ������

������ ������ ���	�� ������ ���
�� ������

「

に改め、別表

」

円

������

円

�	����

円

	
����

円


�����

円

����
�

円

�����
�

������ 	���	� 
����� ���
�� ������� ��
��	�

������ �
���� ������ ������ ������ ������

���	�� ������ ������ ������ ���
�� ����	�

「

のの�の表中

円

��	
�

円

�����

円

�����

円

	����

円


����

円

��		�

����� ����� ����� 	���� ����� ���
�

����� 
���� ����� ����� ������ �
����

����� ������ ���
	� ����	� ������ ������

��	�� ����� ��	�� ����� ����� 	����

���
� ����� ����� ���	� 	���� 
����

����� ����� ����� ����� ����� ���	�

����� ��
�� ����� ��

� ����� �����


���� ����� ���	�� ���
�� ������ ����
�

��
�� ����� 
��
� ����� ������ ������

	���� 
���� ����� ������ ����
� �
����

����� 	���� 
���� ����� ������ ������

����� 	���� 
���� ����� ����
� ������

���	� ����� 	��
� 
���� ����� ���	��
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」

����� ���	� ����� ����� 
���� �����

���	� ����� ��	�� ����� 
�	�� �����

���	� ����� ����� 
���� 	��	
� 	��
��

	��	� 	���� ����� ����� ��
�� ��
��


�� ��� 	�	
� 	���� 	��
� �����

��� ��� ��� 
�� 	��	� 	��
�


�� 	���� 	��
� 	���� ����� �����


�� 	���� 	���� 	���� ��	�� �����

「

を に改め、別表

円

�����

円

���	�

円

�����

円

���
�

円


����

円

��
��

���
� ����� ��	�� ��	�� ��	�� 	�����

����� ���
� ����� 	���	� 	����� 	�����

����� 	����� 	����� 	����� ������ ���	��

	���� ����� ���	� ����� ����� �����

	��	� ����� ��	�� ��	�� ����� �����

	���� 	���� ����� ��	
� ��	�� �����

	���� 	��
� ����� ��
�� ����� �����

����� ����� 	����� 	����� 	���	� �	����

��
�� ����� ����� ����� 	��
�� 	���
�

��	
� ����� ����� 		���� 	����� 	
����

����� ����� ���
� ����� 		���� 	�����

��	�� ����� ����� ����� 		�
�� 	���
�

����� ����� ���	� 
���� ��	�� 	�����

����� ����� ����� ��
�� 
���� ��

�

����� ����� ����� ����� 
���� ���	�

���	� ����� ����� 
���� 	����� 	�����
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の�の表中「�����円」を「�����円」に、「		�
	�円」を「	�����円」に、

「�����円」を「��	��円」に、「������円」を「������円」に、「���	��円」を

「������円」に、「	����円」を「	����円」に改める。

（島根県立美術館条例の一部改正）

第��条 島根県立美術館条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次のように

改正する。

」

��
�� ����� 	�
�� 	���� ����� 
����

	� ��� ��	�� ��

� ���	� 	�
��

��� ��� �
� �� ����� �����

�� ���
� ����� ���� 	���� 	��	�

��� ����� ����� ����� 	���� 	���

「
���	��円 
����円

�
����円 �����円

������円 ��
��円

別表第�の�の表中
���
��円 	����円

を
�
��円 ���円

������円 ��
��円

�
��円 ���円

������円 ��
��円
」

「
��	��円 
��	�円

������円 �����円

���	��円 ��

�円

������円 	����円
に改め、別表第�の�の表中

����円 �	�円

���
��円 ��

�円
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める。

（島根県芸術文化センター条例の一部改正）

第��条 島根県芸術文化センター条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次

のように改正する。

別表第�の�の�の表中備考以外の部分を次のように改める。

� 大ホール等

�	��
円 ��
円

��	��
円 �	��
円
」

「

を

」

�	�

円 �
	�

円 �	

円 ��	�

円 ��	

円 ��	�

円

	�

円 �
	

円 ��	�

円 ��	


円 ��	�

円 ��	�

円

「

に改

」

�	��
円 �
	��
円 	
�
円 ��	�
円 ��	��
円 �	�

円

	��
円 ��	��
円 ��	
�
円 ��	��
円 �
	��
円 ��	�

円

区 分

基 準 額

午前�

時から

正午ま

で

午後�

時から

午後�

時まで

午後�

時から

午後�


時まで

午前�

時から

午後�

時まで

午後�

時から

午後�


時まで

午前�

時から

午後�


時まで

大

ホ

ー

�階

席及

び�

平日 円

��	��


円

��	
�


円

��	��


円

��	
�


円

�	
�


円

�
�	
�


土、日 ��	�
 �
	��
 ��	
�
 ��	��
�

	�
���	
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（島根県立三瓶自然館及びその附属施設の設置及び管理に関する条例の一部改

正）

ル 階席 曜日及

び休日

�階

席

平日 ������ ������ 	
���� ������ 
���	� ������

土、日

曜日及

び休日

�
���� 		���� ������ 
���	� ����	� ����
�

小ホール 平日 ����� ������ ������ ������ ������ ������

土、日

曜日及

び休日

������ �	��	� ������ ������ ������ 		����

スタジオ� ���
� ��		� ���� �
�� ������ �
��
�

スタジオ� �� ��	�� ���	� ��
� ����� 	����

大ホール大楽屋� ����� ���	� 	�

� ����� 
���� �����

大ホール大楽屋� ����� ���	� 	�

� ����� 
���� �����

大ホール中楽屋� �
� ����� ����� ����� ����� ���
�

大ホール中楽屋� �
� ����� ����� ����� ����� ���
�

大ホール中楽屋� �
� ����� ����� ����� ����� ���
�

大ホール中楽屋� �
� ����� ����� ����� ����� ���
�

大ホール小楽屋� 
� ��� � ����� ����� �����

大ホール小楽屋� 
� ��� � ����� ����� �����

小ホール中楽屋� ��� ���	� ��	�� ��
�� ����� �����

小ホール中楽屋� ��� ���	� ��	�� ��
�� ����� �����

小ホール小楽屋� 
� ��� � ����� ����� �����

小ホール小楽屋� 
� ��� � ����� ����� �����

多目的ギャラリー 	�	� 
��
� ��
�� ����� ���
�� �	����
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第��条 島根県立三瓶自然館及びその附属施設の設置及び管理に関する条例（平

成��年島根県条例第��号）の一部を次のように改正する。

別表第�中「���	
円」を「����
円」に、「����
円」を「��

円」に、

「����
円」を「����
円」に改める。

別表第�その他の者の項中「���

円」を「����
円」に改める。

（島根県道路占用料徴収条例の一部改正）

第��条 島根県道路占用料徴収条例（昭和�	年島根県条例第�	号）の一部を次の

ように改正する。

「

別表第�中 を

」

��


円 	

円

�

円 �	
円

�

円 ��
円

「

に、

」

��
�
円 	�
円

��
円 �	
円

��
円 ��
円

「

を

」

����
円 �
円

��
円 �

円

��
円 ��
円

「

に改める。

」

����
円 �
円

��
円 �

円

��
円 ��
円

「 「
���円�
銭 ���円�
銭

��
�	円�
銭 	��円

�����円 �����円

�	
円�
銭 ���円�
銭

��
��円�
銭 		�円�
銭

���
�円 ���		円
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���円 ���円

���円 ���円

	
���円 	
���円

��円��銭 ��円��銭

�円�銭 �円��銭

�円	�銭 �円	�銭

���円��銭 ��円��銭

��円 ��円��銭

	
	��円 ���円��銭

��円��銭 ���円

�
	��円 ���円

	
���円 ���円��銭

��円��銭 �	円

�円��銭 �円��銭

�円��銭 ��円	�銭

��円�銭 ��円��銭

	��円 ��円�銭

	�円��銭 		�円��銭

���円 �	�円

��円 ��円��銭

��円��銭 ���円��銭

	
���円 ���円��銭

Ａに������を乗じて得た

額

Ａに�����を乗じて得た

額

Ａに������を乗じて得た

���円��銭 �	�円��銭

���円 ���円��銭

	
���円 	
���円

��円��銭 �	円��銭

�円��銭 �円��銭

�円��銭 �円��銭

���円 ���円��銭

��円��銭 	円��銭

	
	��円 	
���円

���円��銭 ��円

�
	��円 ��	円��銭

	
���円 	
���円

��円��銭 �	円��銭

�円��銭 	円�銭

��円�銭 ��円��銭

��円�銭 �	円��銭

	��円 ��円��銭

	��円��銭 		�円��銭

���円��銭 �	�円

��円��銭 	円��銭

��円��銭 �	�円��銭

	
���円 	
���円

Ａに������を乗じて得

た額

Ａに�������を乗じて得

た額

Ａに�������を乗じて得
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別表中 を

額

�����円 ���円��銭

���円 		�円��銭

�����円 

�円��銭

	�円 �円��銭

	��円 ��円	�銭

	��円 ��円	�銭

	����円 ��	円

	円 �
円

	�円 �円��銭

	��円 ��円	�銭

	�円 �円��銭

	��円 ��円	�銭

	����円 ��	円

���	
円 ���円

�����円 

�円��銭

Ａに���	�	�を乗じて得

た額

	��円 ��円	�銭

���円 

円��銭

Ａ に ������

を乗じて得

た額

Ａ に ����


を乗じて得

た額

Ａに���	�	�を乗じて得

た額

Ａ に ������

を乗じて得

Ａ に ����


を乗じて得

た額

����円 ���円��銭

��円 		�円�銭

����円 ���	�円

	�円��銭 �円�銭

	��円 �
円�	銭

	��円 �
円�	銭

	����円 �
�円	�銭


��円	�銭 	�円�銭

	�円��銭 �円�銭

	��円 �
円�	銭

	�円��銭 �円�銭

	��円 �
円�	銭

	����円 �
�円	�銭

����円��銭 ���円��銭

����円 ���	�円

Ａに���	�を乗じて得た額

	��円 �
円�	銭

��円 ��	円��銭

Ａに������	

を乗じて得

た額

Ａに����
��

を乗じて得

た額

Ａに���	�を乗じて得た額

Ａに������	

を乗じて得

Ａに����
��

を乗じて得
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に改める。

（島根県海岸占用料等徴収条例の一部改正）

第��条 島根県海岸占用料等徴収条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次

のように改正する。

別表第�漁業施設の設置の項から木材等係留施設の設置の項までの規定中

「���円	
銭」を「�
	円�
銭」に改め、同表柱類の建設の部電柱の項中「���

円」を「���円�
銭」に改め、同部電話柱の項中「���円」を「��
円�
銭」に

改め、同部街灯柱の項中「���円	
銭」を「�	�円�
銭」に改め、同部その他の

柱類の項中「	
�円」を「	��円�
銭」に改め、同表軌道・軌条類の設置の項中

「�
	円」を「�
�円」に改め、同表管類の布設の部外径
�メートル未満の管

類の項中「��	円	
銭」を「���円�
銭」に改め、同部外径
�メートル以上�

メートル未満の管類の項中「���円」を「��
円�
銭」に改め、同部外径�メー

トル以上の管類の項中「	�	円」を「	�
円」に改め、同表鉄塔の建設の項中

「	�	円	
銭」を「		
円�
銭」に改め、同表竹木植栽地の項中「��円	
銭」を

「��円�
銭」に改め、同表採草地、放牧地の項中「�円�
銭」を「�円��銭」

に改め、同表耕作地の項中「�円�	銭」を「�円	�銭」に改め、同表通路の項

中「�
	円」を「�
�円」に改め、同表その他の項中「���円	
銭」を「�
	円�


銭」に改める。

別表第�土の項中「���円」を「���円�
銭」に改め、同表砂の項中「���円」

を「�	�円�
銭」に改め、同表砂利の項及び玉石の項中「���円」を「���円�


銭」に改め、同表転石の部平均径�
センチメートル以上�
センチメートル未満

」 」

た額 た額

Ａ に 

�
	

を乗じて得

た額

Ａに

���	

を乗じて得

た額

Ａに

���	を乗じて得た

額

た額 た額

Ａ に 

�
�

を乗じて得

た額

Ａに

��
�

を乗じて得

た額

Ａに

��を乗じて得た額
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の転石の項中「��円」を「��円��銭」に改め、同部平均径��センチメートル以

上の転石の項中「��円」を「��円��銭」に、「��円」を「��円��銭」に改め

る。

（島根県流水占用料等徴収条例の一部改正）

第�	条 島根県流水占用料等徴収条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次

のように改正する。

第
条第�項中「���	」を「����」に改める。

別表第�中「増設して発電所」を「増設して発電」に、「���	円」を「����

円」に改める。

別表第
中備考以外の部分を次のように改める。

別表第
（第
条関係）

土地占用料

占用の形態

占用料の額（年額）

単 位

ア イ

市の区

域

町村の

区域

市の区

域

町村の

区域

取水施設 �平方メー

トルにつき

���円��

銭

���円��

銭

���円 ���円

排水施設 �平方メー

トルにつき

���円��

銭

���円��

銭

���円 ���円

係船施設 �平方メー

トルにつき

���円��

銭

���円��

銭

���円 ���円

漁業施設 �平方メー

トルにつき

���円��

銭

���円��

銭

���円 ���円

橋りょう・通路類 �平方メー

トルにつき

���円��

銭

��円��

銭

���円 ��円

管類 �メートル ���円���	�円�� ���円 ���円
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別表第�の備考�を次のように改める。

� 市の区域又は町村の区域の区分は、年度の初日における区分によるも

のとする。

別表第�土の項中「���円」を「���円�	銭」に改め、同表砂の項中「�
�円」

につき 銭 銭

架空線類（河川から

メートル以上離れてい

る場合は、免除す

る。）

�メートル

につき

�
円�	

銭

�
円 �	円 �	円

軌道・軌条類 �平方メー

トルにつき

���円 �	�円 ��	円 �		円

その他の横断物 �平方メー

トルにつき

�	�円�	

銭

�
	円
	

銭

��	円 ��	円

電柱類 �本につき �	
円�	

銭



�円�	

銭

��	円 
�	円

仮設工作物 �平方メー

トルにつき

��	円�	

銭

���円�	

銭

��	円 ��	円

耕作地 �平方メー

トルにつき

円��

銭

�円��

銭

円 �円

採草地、放牧地 �平方メー

トルにつき

�円��

銭

�円�


銭

�円 �円

竹木植栽地 �平方メー

トルにつき

��円
	

銭

��円�	

銭

�	円 �	円

ゴルフ場 �平方メー

トルにつき

��円��

銭

��円��

銭

��円 ��円

その他 近傍類地の地代等を勘案してその都度知事が定

める額
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を「���円��銭」に改め、同表砂利の項及び玉石の項中「���円」を「���円��

銭」に改め、同表転石の部平均径	�センチメートル以上
�センチメートル未満

の転石の項中「�	円」を「�
円��銭」に改め、同部平均径
�センチメートル以

上の転石の項中「�
円」を「��円
�銭」に、「��円」を「��円��銭」に改め

る。

（島根県さくらおろち湖周辺スポーツ施設条例の一部改正）

第	�条 島根県さくらおろち湖周辺スポーツ施設条例（平成�	年島根県条例第��

号）の一部を次のように改正する。

「 「

「

別表第�の�の表中 を に、 を

」

」 」

�	�円

�	�円

����円

���円

�
�円

�
�円

����円

���円

�
�円

�
�円

���円

「

に、「���円」を「���円」に改め、別表第�の�の表中

」

���円

���円

	��円

「 「

「 「

を に、 を に、

」 」

���円

���円

	��円

	��円


��円

����円

���円

����円

���円

�	��円


��円

����円

���円

����円

���円

����円���円 ���円
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る。

（島根県港湾施設条例の一部改正）

第��条 島根県港湾施設条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次のように

改正する。

別表第�岸壁、桟橋又は物揚場の項中「�円	
銭」を「�円��銭」に、「�

円��銭」を「円�銭」に、「�円
	銭」を「�円��銭」に、「�円�
銭」を

「�円��銭」に改め、同表上屋の部旅客上屋の項中「��円	�銭」を「��円��

銭」に、「円�
銭」を「円��銭」に、「��円��銭」を「��円
�銭」に、

「	�円
�銭」を「	�円��銭」に、「��円��銭」を「�	円��銭」に、「	
円�


銭」を「	�円��銭」に、「	�����円
�銭」を「	��	��円��銭」に、「�����円」

を「����	円��銭」に改め、同部貨物上屋の項中「��円�
銭」を「��円」に、

「�	円」を「�	円��銭」に、「	�円
�銭」を「	�円��銭」に、「�	円
�銭」を

「��円��銭」に、「	
円�
銭」を「	�円��銭」に、「
�円
�銭」を「
�円」

」 」

�
�円

�����円

	��
�円

	�����円

���円

�����円

	����円

	�����円

「 「

「 「

を に、 を に改め

」 」

」 」

	��円

	��円

���円

	
�円

	
�円

���円

	
�円

���円

���円

���円

	��
�円

	��円

���円

�
�円

���円

	����円
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に、「��円」を「��円��銭」に、「�����円」を「�����円」に、「	��
�円」を

「	�	��円」に、「�����円」を「��	��円」に改め、同部コンテナ上屋の項中

「
	円��銭」を「
�円��銭」に、「���円」を「�	�円��銭」に、「
���	円」

を「
���	円	�銭」に改め、同部くん蒸上屋の項中「
�����円」を「
�����円」

に改め、同表水中木材整理場の項中「
�円��銭」を「
�円銭」に、「�
円」

を「�
円��銭」に、「��円��銭」を「�	円�銭」に改め、同表野積場の部舗装

野積場の項中「��円��銭」を「��円�	銭」に、「�
円」を「�
円��銭」に、

「��円	�銭」を「�	円		銭」に、「��円��銭」を「��円」に改め、同部未舗装

野積場の項中「�
円」を「�
円��銭」に、「
�円��銭」を「
�円	�銭」に、

「��円��銭」を「��円」に、「
�円��銭」を「
�円��銭」に改め、同表水中貯

木場の項中「
�円	�銭」を「
	円��銭」に改め、同表冷凍コンテナ電源施設の

項中「
�	円��銭」を「
	�円��銭」に改め、同表危険物置場の項中「��円
�

銭」を「��円��銭」に、「��円��銭」を「��円
�銭」に改め、同表移動式荷役

機械の項中「
�����円��銭」を「
���	�円」に、「�����円」を「�����円」に

改め、同表港湾施設用地の項中「��円
�銭」を「��円��銭」に、「��円��銭」

を「��円
�銭」に、「��
円��銭」を「�	�円��銭」に、「���円��銭」を「���

円��銭」に、「
��
	円��銭」を「
����円��銭」に、「	�
円」を「		�円��銭」

に、「
����円」を「
����円」に、「
�
��円」を「
�
		円」に、「�		円」を

「���円	�銭」に、「���円」を「�
	円��銭」に、「���円」を「���円」に、

「��	円」を「	��円	�銭」に、「
����円」を「
����円」に、「
����円」を

「
��	�円」に、「�	円	�銭」を「��円�	銭」に、「��円��銭」を「�
円	�銭」

に、「��円��銭」を「��円��銭」に、「�
円」を「�
円��銭」に、「��円��

銭」を「��円��銭」に、「��円��銭」を「�
円��銭」に、「��円��銭」を「��

円�銭」に、「��円
�銭」を「��円��銭」に、「��円��銭」を「��円��銭」

に、「��円	�銭」を「�
円��銭」に、「
��円」を「
�	円」に、「��円��銭」

を「��円		銭」に、「
��円��銭」を「
��円��銭」に、「

�円��銭」を「

	

円	�銭」に、「���円」を「���円��銭」に、「�
�円」を「�
�円」に、「���

円」を「���円��銭」に、「���円��銭」を「�
�円��銭」に、「���円��銭」を
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「���円��銭」に、「��	円��銭」を「�
�円��銭」に、「��
��円」を「��
��

円」に改める。

（港湾区域及び港湾隣接地域に係る占用料等に関する条例の一部改正）

第�	条 港湾区域及び港湾隣接地域に係る占用料等に関する条例（平成
�年島根

県条例第��号）の一部を次のように改正する。

第�条第項中「又は同項第�号の規定による土砂の採取の許可を受けよう

とする者は、占用料等を納付しなければならない」を「は、別表第のア欄に

定める額により算定した額の占用料を納付しなければならない。ただし、消費

税法（昭和��年法律第
�	号）別表第第号に該当する占用に係る占用料の

額は、別表第のイ欄に定める額により算定した額とする」に改め、同条第�

項を次のように改める。

� 法第��条第項第�号の規定による土砂の採取の許可を受けた者は、別表

第�の規定により算定した額の土砂採取料を納付しなければならない。

別表を次のように改める。

別表第（第�条第項関係）

占用料

占用の形態
占用料の額

ア イ

工作物の

設置を伴

う場合

係留施設、船舶役務用

施設又はこれらに類す

る施設の設置

平方メート

ル年につき

���円��銭 
��円

木材等係留施設の設置 平方メート

ル年につき

���円��銭 
��円

魚貝類採捕施設の設置 平方メート

ル年につき

��円	�銭 ��円

柱類の

建設

電柱 本年につ

き

��
円��銭 ���円
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備考

� 占用面積が�平方メートル未満の端数であるとき、又は当該占用面積

に�平方メートル未満の端数が生じたときは、当該端数は、�平方メー

トルとして計算する。

� 電柱、電話柱及びその他の柱類については、支柱及び支線もそれぞれ

�本とみなし、Ｈ型のものは柱類�本とみなす。

電話柱 �本�年につ

き

���円��銭 ���円

街灯柱 �本�年につ

き

�	�円
�銭 ���円

その他の柱類 �本�年につ

き

	��円
�銭 
��円

管類の

布設

外径��
メー

トル未満の管

類

長さ�メート

ル�年につき

���円��銭 ���円

外径��
メー

トル以上�

メートル未満

の管類

長さ�メート

ル�年につき

���円��銭 ���円

外径�メート

ル以上の管類

長さ�メート

ル�年につき

	
�円 	��円

その他の工作物の設置 �平方メート

ル�年につき

��	円��銭 ��円

工作物の

設置を伴

わない場

合

耕作地 �平方メート

ル�年につき

�円	�銭 �円

その他 �平方メート

ル�年につき

	�円��銭 	�円
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� 管類の布設延長が�メートル未満の端数であるとき、又は当該布設延

長に�メートル未満の端数が生じたときは、当該端数は、�メートルと

して計算する。

� 占用期間が�年未満の端数であるとき、又は当該占用期間に�年未満

の端数が生じたときの当該端数に係る占用料の額は、当該端数を暦によ

り月に計算して得た月数（�月に満たない日数が生じたときは、�月と

する。）に、この表に定める占用料の額を��で除して得た額を乗じて得

た額とする。

別表第�の次に次の�表を加える。

別表第�（第�条第�項関係）

土砂採取料

備考

� 土、砂、砂利及び玉石の区分は、次のとおりとする。

土 粒径�	��ミリメートル未満の土石

砂 粒径�	��ミリメートル以上
ミリメートル未満の土石

砂利 粒径
ミリメートル以上��ミリメートル未満の土石

土砂の種類 土砂採取料の額

土 �立方メートルにつき ��円��銭

砂 �立方メートルにつき ���円��銭

砂利 �立方メートルにつき ���円��銭

玉石 �立方メートルにつき ���円��銭

転石 平均径��センチメートル以上

��センチメートル未満の転石

�個につき ��円��銭

平均径��センチメートル以上

の転石

�個につき��円��銭に、平均径が

��センチメートルに��センチメー

トル増すごとに��円��銭を加えた

額
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玉石 粒径��ミリメートル以上���ミリメートル未満の土石

� 転石の平均径は、長径と短径の和の�分の�の数値とする。

� 土石の採取量が�立方メートル未満の端数であるとき、又は当該土石

の採取量に�立方メートル未満の端数が生じたときは、当該端数は、�

立方メートルとして計算する。

（島根県浜田ポートセンター条例の一部改正）

第��条 島根県浜田ポートセンター条例（平成	
年島根県条例第
�号）の一部を

次のように改正する。

第�条第�項中「	���円」を「	
��円」に改める。

（島根県空港条例の一部改正）

第��条 島根県空港条例（昭和��年島根県条例第	�号）の一部を次のように改正

する。

別表第�着陸料の項中「		

円」を「		��円」に、「	
�
円」を「	���

円」に、「	��
円」を「	���円」に、「	���円」を「	���円」に、「�
��

円」を「����円」に、「	�
�円」を「	���円」に、「��
円」を「�
�円」

に、「�	�円
�銭」を「���円��銭」に改め、同表停留料の項中「�
�円
�銭」

を「���円��銭」に、「�	円
�銭」を「��円��銭」に、「��円
�銭」を「��円

��銭」に、「��円」を「��円��銭」に、「��円
�銭」を「�
円��銭」に改め

る。

別表第�第�号中「�
円	
銭」を「��円��銭」に改め、同表第�号中「	
�


円」を「	���円」に改め、同表第�号及び第�号中「����	
」を「������」に

改め、同表第�号中「�����」を「������」に、「����	
」を「������」に改め

る。

（島根県立都市公園条例の一部改正）

第�	条 島根県立都市公園条例（昭和��年島根県条例第�
号）の一部を次のよう

に改正する。

別表第�その他の場合の項中「��円��銭」を「��円
�銭」に改める。
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に改める。

「 「

別表第�中 を

」 」

�����円 �����円

���	�円 ���	�円


��円 
��円

�����円 �����円

��円��銭 ��円

��円	�銭 ��円��銭

��円��銭 ��円��銭

	�円��銭 �
円��銭

���円 
�円��銭

��円��銭 ���円��銭

���円 ���円

��	円 ���円��銭

	��円��銭 �
�円��銭

�
�円��銭 ���円

�����円 

	円��銭

��円�銭 ��円�銭

�����円 �����円

����円 ����円


��円 
��円

�����円 �����円

��円
�銭 ��円�銭

�円	�銭 ��円��銭

��円�銭 �円��銭

	�円�銭 �円�銭

���円 
�円��銭

���円��銭 ���円��銭

��
円��銭 ��円

�	円��銭 ���円��銭

	��円�銭 ��円�銭

��	円�銭 ���円

�����円 ����円

��円�銭 ��円�銭

「
������円 ������円 	��
��円 ����	�円

���
�円 ����円 ��
��円 
��円

����円 ��	�円 ���
	�円 �����円

�����円 �����円 ��
����円 ���
��円

��	
�円 �
��円 ���
	�円 �����円

������円 �	����円 �
�
��円 ���	�円

���円 ��円 	��円 ���円

�����円 ����円 ��
��円 ��円

�����円 ��		�円 ��
�円 �	�円
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別表第�の�の�の表中

」

����	円 ����	円 
��		円 ����	円

����	円 ����	円 
��		円 ����	円


��		円 ����		円 ���		円 ����	円

���	円 ����	円 ����		円 ����	円

����		円 ����		円 �
�			円 ���	円

�	円 �	円 
	円 �	円

	円 �	円 ��	円 �	円

���	円 ��
�	円 ����	円 ��	円

����	円 ����	円 
��		円 ���	円

���		円 ���	円 �
�	円 ��	円

�
�	円 ����	円 ����		円 ���		円

�	円 �	円 
	円 �	円

	円 �	円 ��	円 �	円

���	円 ����	円 ����	円 �	円

���		円 ���	円 ����	円 ����	円

���		円 ���	円 ����	円 ����	円

���		円 ����	円 ����	円 ����	円

「
�	��
	円 ����	円 

�	�	円 ���
�	円

���	円 ��	円 ���	円 ��	円

����	円 ����	円 ����	円 ����	円

�����	円 ����		円 �����	円 ����		円

����	円 
���	円 �����	円 ����	円

����
	円 �
���	円 �	��		円 ��
		円

��	円 �
	円 �		円 ��	円

����	円 ����	円 ��		円 ��	円

����	円 ����	円 ��	�	円 ��	円
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�の表テニスコートの項中「���円」を「���円」に、「���円」を「���円」

に、「���円」を「���円」に、「���円」を「���円」に改め、同表和風休憩所

又はやすらぎの家の項中「���円」を「���円」に、「���円」を「���円」に改

を に改め、別表第
の�の

」

	����円 �����円 ����円 ���円

	����円 �����円 ����円 ���円

����円 ���円 �����円 	����円

�����円 ��	�円 �����円 �����円

�����円 ����	�円 	�����円 �����円

	�円 ��円 ��円 �円

��円 ��円 	�円 ��円

���円 ����円 �����円 ���円

�����円 �����円 �����円 ���円

��	��円 	����円 �����円 ���円

�����円 �����円 ����円 ��	��円

	�円 ��円 ��円 �円

��円 ��円 	�円 ��円

����円 ���	�円 ���	�円 ���円

	�	��円 �����円 �����円 �	��円

	�	��円 �����円 �����円 �	��円

�����円 ����円 �����円 �����円

「

め、別表第
の�の�の表中 を

�����円

���円

	����円

	�円

	���円

���円
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」

�����円

���	�円

「

に改め、別表第
の�の�のアの表中

」

����円

���円

���	�円

���円

�����円

���円

�����円

����円

「

を

」

���	��円 ���	�円 �	�	��円 �����円

�����円 ������円 �����円 �����円

������円 �����円 �������円 ������円

���	��円 ������円 �����円 	�����円

�����円 �����円 ���	�円 �����円

������円 ���	��円 	�����円 ������円

�	����円 ������円 ������円 	�	��円

����	�円 ������円 �������円 ����	�円

���円 	��円 ����円 ���円

「

に改め、別表第
の�の�

�����円 �	����円 ����	�円 �����円

������円 �������円 �������円 ������円

������円 ������円 ��	����円 ������円

�	���	�円 ��	����円 �������円 	��		�円

�����円 �����円 ����円 ���	�円
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のイの表中「���円」を「���円」に、「�����円」を「�����円」に、「	��円」

を「	
�円」に、「���円」を「�	�円」に改め、別表第�のの表中

」

������円 	��
��円 
�����円 ���	��円

������円 ������円 ������円 
����円

������円 ���	��円 �������円 ���
	�円

���円 

�円 �����円 ���円

「 「

を に改める。

�����円

	��円

�����円

��円

�	�円

���	�円

	����円

�����円

���円

���円

���円

���円

	��円

�����円

���円

���円

���円

���円


�
��円

���
�円

�����円

	
�円

���	�円

��円

�	�円

��		�円

	����円

�����円

���円


��円

���円

���円

	
�円

�����円

���円

���円

���円

���円


����円

�����円
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（都市計画法施行条例の一部改正）

第��条 都市計画法施行条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次のように

改正する。

第�条第�項第�号アア�中「	
���円」を「�
���円」に改め、同号アイ�中

「��
���円」を「��
��円」に改め、同号アウ�中「��
���円」を「��
���円」

に改め、同号アク�中「��	
���円」を「���
���円」に改め、同号イイ�中「��
	��

円」を「��
���円」に改め、同号イウ�中「	
���円」を「	
��円」に改め、

同号イク�中「���
���円」を「��	
���円」に改め、同項第�号中「�	
���円」

を「�	
���円」に改め、同項第�号ア中「�
���円」を「�
���円」に改め、同

号イ中「��
���円」を「��
���円」に改め、同号エ中「��
���円」を「��
���

円」に改め、同項第�号ア中「であって開発区域の面積が�ヘクタール未満の

もの」を削り、「�
	��円」を「�
	��円」に改め、同号イを次のように改める。

」 」

�
���円

�
���円以内

で知事が定め

る額

�
���円

�
���円

���円

���円

�円

��円

��
���円

�
���円

���円

���円

���円

�
�	�円

�
���円以内

で知事が定め

る額

�
���円

�
���円

���円

���円

�円

��円

��
��円

�
���円

���円

���円

���円
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イ 承認申請をする者が行おうとする開発行為が、主として、住宅以外の

建築物で自己の業務の用に供するものの建築又は自己の業務の用に供す

る特定工作物の建設の用に供する目的で行うものである場合 次に掲げ

る場合の区分に応じそれぞれ次に定める額

ア� 開発区域の面積が�ヘクタール未満の場合 申請�件につき�����

円

イ� 開発区域の面積が�ヘクタール以上の場合 申請�件につき��	��

円

（島根県屋外広告物条例の一部改正）

第
�条 島根県屋外広告物条例（昭和
�年島根県条例第��号）の一部を次のよう

に改正する。

第��条第�項第�号中「�����円」を「���	�円」に改める。

（島根県建築基準法施行条例の一部改正）

第

条 島根県建築基準法施行条例（昭和
�年島根県条例第��号）の一部を次の

ように改正する。

別表第の�の項第�号右欄中「�����円」を「�����円」に、「�����円」を

「�����円」に、「�
����円」を「�
����円」に、「
�����円」を「
�����円」

に、「
������円」を「
������円」に改め、同項第�号右欄中「�����円」を

「�����円」に、「�����円」を「�����円」に改め、同表の�の項第�号右欄中

「�����円」を「�����円」に改め、同項第�号右欄中「�����円」を「�����円」

に改め、同表の�の項第�号右欄中「�����円」を「�����円」に改め、同項第

�号右欄中「
����円」を「
����円」に改め、同表のの項第�号右欄中

「������円」を「������円」に、「������円」を「������円」に、「�������円」

を「�������円」に改め、同表のの�の項第�号右欄中「�����円」を「�����

円」に改め、同項第�号右欄中「������円」を「������円」に改め、同項第�

号右欄中「
�����円」を「
�����円」に改め、同項第�号右欄中「�������円」

を「�������円」に改め、同表の�の項右欄中「�����円」を「�����円」に改

め、同表の�の項及び�の項右欄中「������円」を「���
��円」に改め、同表
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の��の項右欄中「������円」を「������円」に改め、同表の��の項及び��の項

右欄中「�������円」を「�������円」に改め、同表の��の項右欄中「�	�����

円」を「�	�����円」に改め、同表の�
の項から��の�の項までの右欄中

「�������円」を「�������円」に改め、同表の��の項右欄中「������円」を

「���
��円」に改め、同表の��の項右欄中「�������円」を「�������円」に改

め、同表の�	の項右欄中「������円」を「������円」に改め、同表の�の項及

び��の項右欄中「�������円」を「�������円」に改め、同表の��の項右欄中

「������円」を「������円」に改め、同表の��の�の項から��の�の項までの

右欄中「�������円」を「�������円」に改め、同表の��の�の項及び��の項右

欄中「������円」を「������円」に改め、同表の�	の項右欄中「�������円」を

「�������円」に改め、同表の�	の�の項から�	の�の項までの右欄中「������

円」を「������円」に改め、同表の�	の�の項右欄中「�������円」を「�������

円」に改め、同表の�の項及び��の項右欄中「������円」を「������円」に改

め、同表の��の項右欄中「�������円」を「�������円」に改め、同表の��の項

及び�
の項右欄中「�	����円」を「�	����円」に改め、同表の�
の�の項及び

�
の�の項右欄中「�������円」を「�������円」に改め、同表の��の項右欄中

「�	����円」を「�	����円」に改め、同表の��の�の項及び��の�の項右欄中

「�������円」を「�������円」に改め、同表の��の項右欄中「��
��円」を

「��
��円」に改め、同表の��の項から�の項までの右欄中「������円」を

「������円」に改める。

別表第�構造計算の方法が国土交通大臣の認定を受けたプログラムによるも

のの項中「������円」を「�������円」に、「������円」を「�
����円」に、

「�������円」を「�������円」に、「�������円」を「�������円」に、「
������

円」を「
������円」に改め、同表構造計算の方法が国土交通大臣の認定を受

けたプログラム以外のものによるものの項中「�������円」を「�������円」に、

「������円」を「�	�����円」に、「������円」を「�������円」に、「
������

円」を「
������円」に、「�������円」を「��	����円」に改める。

（島根県工業用水道料金徴収条例の一部改正）
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第��条 島根県工業用水道料金徴収条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を

次のように改正する。

第�条中「���分の���」を「���分の���」に改める。

附 則

（施行期日）

	 この条例は、平成
�年�月	日から施行する。ただし、第�条の規定は、規

則で定める日から施行する。

（経過措置）

� 第��条の規定による改正後の島根県工業用水道料金徴収条例の規定にかかわ

らず、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前から継続して供給し

ている工業用水道の使用で施行日から平成
�年�月��日までの間に料金の支払

を受ける権利の確定されるものに係る料金については、なお従前の例による。
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公立大学法人島根県立大学における重要な財産を定める条例の一部を改

正する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第２号 

公立大学法人島根県立大学における重要な財産を定める条例の一部

を改正する条例 

公立大学法人島根県立大学における重要な財産を定める条例（平成��年島根県

条例第��号）の一部を次のように改正する。

本則中「公立大学法人島根県立大学に係る地方独立行政法人法（平成��年法律

第���号）」を「法」に改め、本則を第�条とし、同条に見出しとして「（法第

��条第�項の条例で定める重要な財産）」を付し、同条の前に次の	条を加え

る。

（趣旨）

第�条 この条例は、地方独立行政法人法（平成��年法律第���号。以下「法」

という。）第
条第�項及び第��条第�項の規定に基づき、公立大学法人島根

県立大学における重要な財産を定めるものとする。

（法第
条第�項の重要な財産であって条例で定めるもの）

第	条 法第
条第�項の重要な財産であって条例で定めるものは、県の出資又

は支出に係るもので、法第��条の	第�項又は第	項の認可に係る申請の日に

おける帳簿価額（帳簿価額により難い場合にあっては適正な見積価額、現金及

び預金にあっては当該申請の日におけるその額）が�万円以上のものとする。

附 則

この条例は、平成��年�月�日から施行する。
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島根県公益認定等審議会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第３号 

島根県公益認定等審議会条例の一部を改正する条例 

島根県公益認定等審議会条例（平成��年島根県条例第�号）の一部を次のよう

に改正する。

第��条中「において」を「及び法人を所管するそれぞれの部（知事以外の執行

機関にあっては、当該執行機関の事務をつかさどる組織）が」に改め、同条に次

の�項を加える。

� 総務部は、審議会の庶務を総括する。

附 則

この条例は、平成��年�月�日から施行する。
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職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第４号 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

職員の退職手当に関する条例（昭和��年島根県条例第�号）の一部を次のよう

に改正する。

第�条第�項中「第��条」を「第�条第�項」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第５号 

知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例 

知事等の給与の特例に関する条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次の

ように改正する。

第�条及び第�条中「平成��年�月	�日」を「平成�
年�月	�日」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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職員の管理職手当の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第６号 

職員の管理職手当の特例に関する条例の一部を改正する条例 

職員の管理職手当の特例に関する条例（平成��年島根県条例第�号）の一部を

次のように改正する。

第�条中「平成��年�月�	日」を「平成�
年�月�	日」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例をこ

こに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第７号 

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例 

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成��年島根県条例第��号）の

一部を次のように改正する。

第�条第�項中第��号を第�	号とし、第�
号から第��号までを�号ずつ繰り下

げ、第�	号の次に次の�号を加える。

� 地方公共団体金融機構

附 則

この条例は、平成��年�月�日から施行する。
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島根県附属機関設置条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第８号 

島根県附属機関設置条例の一部を改正する条例 

島根県附属機関設置条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次のように改

正する。

別表知事の部島根県みつばち転飼調整審議会の項中「島根県みつばち転飼調整

審議会」を「島根県蜜蜂転飼調整審議会」に、「みつばちの」を「蜜蜂の」に改

め、同表教育委員会の部に次のように加える。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

島根県生徒指導審

議会

教育委員会の諮問に応じ、生徒指導上の諸

問題に関し必要な事項を調査審議すること。
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島根県手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第９号 

島根県手数料条例の一部を改正する条例 

島根県手数料条例（平成��年島根県条例第�号）の一部を次のように改正す

る。

第�条第�項第�号中「保育士試験」の次に「及び同項第�号の保育士試験の

全部の免除の申請に対する審査」を加える。

別表�	の項中第
号を第�号とし、第�号を第
号とし、第�号を第�号と

し、第�号の次に次の�号を加える。

別表��の項第�号中「第
条第�項」を「第
条第
項」に改め、同項第�号

中「第��条の
第�項」を「第��条の�第�項」に改め、同項第��号中「第��条

の
第�項」を「第��条の�第�項」に改める。

附 則

この条例中第�条第�項第�号及び別表�	の項の改正規定は平成��年
月�日

から、別表��の項の改正規定は薬事法及び薬剤師法の一部を改正する法律（平成

��年法律第���号）の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施

行する。

� 法第��条の�第�項の規定に基づく

保育士試験の全部の免除の申請に対す

る審査を受けようとする者

��	��円
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島根県立総合福祉センター条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 10 号 

島根県立総合福祉センター条例の一部を改正する条例 

第�条 島根県立総合福祉センター条例（平成�年島根県条例第��号）の一部を

次のように改正する。

第��条中第�号を第�号とし、第	号を第�号とし、第
号を第	号とし、

第�号の次に次の�号を加える。

� 前条第
項各号に掲げる事由のいずれかに該当することとなったとき。

別表の�の�のアの表中

「

を

」

����円 ����円 ����円 �����円 �����円 �����円

����円 ����円 ����円 �����円 �����円 �����円

���円 ����円 ���円 ����円 ����円 ����円

����円 ����円 ����円 ����円 ����円 ����円

����円 ����円 ����円 ����円 ����円 ����円

����円 ����円 ����円 ����円 ����円 ����円

����円 ����円 ����円 �����円 �����円 �����円

����円 ����円 ����円 ����円 ����円 �����円

����円 �����円 ����円 �����円 �����円 �����円

����円 ����円 ����円 �����円 �����円 �����円

����円 ����円 ����円 �����円 �����円 �����円

����円 ����円 ����円 ����円 ����円 ����円

����円 ����円 ����円 ����円 ����円 ����円

����円 ����円 ����円 ����円 ����円 �����円

����円 ����円 ����円 �����円 �����円 �����円

����円 ����円 ����円 �����円 �����円 �����円

����円 ����円 ����円 ����円 ����円 ����円
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め、別表の�の�のイの表中

「

に改

」

�����円 	����円 �����円 
�����円 
�����円 
	����円

�����円 ��
�円 �����円 

����円 

����円 
����円

	��円 
����円 	��円 
�	��円 
�	��円 �����円

�����円 ��		�円 �����円 ��	��円 ��	��円 ��
�円


��
�円 ���円 
��
�円 ���	�円 ���	�円 ����円


�	
�円 �����円 
�	
�円 ����円 ����円 ��		�円

��		�円 	����円 ��		�円 
�����円 
�����円 
�����円

�����円 ��
��円 �����円 ����円 ����円 
��	��円

��
��円 
��
��円 ��
��円 �
����円 �
����円 ������円

��	��円 ����円 ��	��円 
�����円 
�����円 
����円

�����円 ���円 �����円 

���円 

���円 
���円


�
	�円 
����円 
�
	�円 ��	�円 ��	�円 �����円


����円 
��
�円 
����円 ��
��円 ��
��円 ���	�円

�����円 �����円 �����円 �����円 �����円 
�����円

����円 ���	�円 ����円 
����円 
����円 ������円

���	�円 ���円 ���	�円 

���円 

���円 
����円

�����円 �����円 �����円 ���	�円 ���	�円 �����円

「

を

��
��円 ��	�円 ��
��円 
�����円 
�����円 
	�
��円


����円 �����円 
����円 �����円 �����円 ����円

����円 �
��円 ����円 
�����円 
�����円 
�����円

�����円 

����円 �����円 
�����円 
�����円 �	����円

�����円 ���	�円 �����円 �����円 �����円 
�����円

���
�円 �����円 ���
�円 �����円 �����円 
��	��円

���	�円 ����円 ���	�円 	���円 	���円 
�����円

�����円 �����円 �����円 ��
��円 ��
��円 
�����円
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め、別表の�の�の表及び別表の�の�の表中「���円」を「���円」に改め

る。

第�条 島根県立総合福祉センター条例の一部を次のように改正する。

別表の�の表を次のように改める。

」

�	�
�円 
	���円 �	�
�円 ��	���円 ��	���円 ��	���円

�	���円 �	���円 �	���円 ��	���円 ��	���円 ��	���円

�	���円 �	��円 �	���円 �	
�円 �	
�円 	���円

�	��円 	�
�円 �	��円 �	���円 �	���円 �	���円

�	���円 �	���円 �	���円 	���円 	���円 �	���円

���円 
��円 ���円 �	���円 �	���円 �	���円

�	���円 	���円 �	���円 �	���円 �	���円 
	���円

「

に改

」

�	���円 �	���円 �	���円 ��	��円 ��	��円 ��	���円

�	
��円 �	���円 �	
��円 �	��円 �	��円 �	���円

�	���円 �	��円 �	���円 ��	���円 ��	���円 ��	
��円


	���円 ��	��円 
	���円 ��	���円 ��	���円 �
	���円

�	���円 �	��円 �	���円 �	���円 �	���円 �	
��円

	���円 �	��円 	���円 �	���円 �	���円 �	���円

	��円 �	���円 	��円 �	
��円 �	
��円 ��	���円

�	���円 �	��円 �	���円 �	��円 �	��円 �	��円

�	��円 
	�
�円 �	��円 ��	
��円 ��	
��円 ��	���円

�	���円 �	�
�円 �	���円 ��	
��円 ��	
��円 ��	���円

�	���円 �	��円 �	���円 �	��円 �	��円 	���円

�	���円 	���円 �	���円 �	��円 �	��円 
	���円

�	���円 �	��円 �	���円 �	���円 �	���円 �	
��円

���円 

�円 ���円 �	���円 �	���円 �	���円

�	��円 	
�円 �	��円 �	���円 �	���円 
	���円
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� 施設使用料

� 島根県立東部総合福祉センター

� 島根県立西部総合福祉センター

種 別

使 用 料 の 額

午前�時

から正午

まで

午後�時

から午後

�時まで

午後�時

から午後

�時まで

午前�時

から午後

�時まで

午後�時

から午後

�時まで

午前�時

から午後

�時まで

�	�研修室 
���	円 ��		円 
���	円 ���
		円 ���
		円 ����		円

�	�研修室 ���	円 
���	円 ���	円 ���	円 ���	円 ����		円

�	�研修室 ���	円 ����		円 ���	円 ����		円 ����		円 �	��		円

�	�研修室 ���		円 ���		円 ���		円 �	��		円 �	��		円 �
��		円

�	
研修室 
�	�	円 ����	円 
�	�	円 ����		円 ����		円 ����		円

�	�研修室 ����	円 ��
�	円 ����	円 ����	円 ����	円 ����	円

�	�研修室 ���	円 ���	円 ���	円 ����	円 ����	円 ��
�	円

調理実習

室

���
	円 
���	円 ���
	円 ���	円 ���	円 ����		円

陶芸実習

室

���	円 ���	円 ���	円 ����		円 ����		円 �	��		円

園芸実習

室

����	円 ����	円 ����	円 ����		円 ����		円 ���
		円

体育室 ��

	円 ����	円 ��

	円 
���	円 
���	円 �
�	円

種 別

使 用 料 の 額

午前�時

から正午

まで

午後�時

から午後

�時まで

午後�時

から午後

�時まで

午前�時

から午後

�時まで

午後�時

から午後

�時まで

午前�時

から午後

�時まで

�	�研修室 
���	円 ��	�	円 
���	円 ����		円 ����		円 ����		円
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備考

� 営利を目的とし、又は営利を目的としないが�����円を超える入場料

その他これに類する料金を徴収し、次の施設を使用するときの使用料の

額は、この表に定める使用料の額の�割相当額（��円未満の端数がある

ときは、その端数金額を切り捨てた額）を加算した額とする。

ア 島根県立東部総合福祉センターの���研修室又は体育室

イ 島根県立西部総合福祉センターの���研修室、��	研修室（���研修

室と連結して使用する場合に限る。）又は体育室


 次の施設を準備のために使用する場合の使用料の額は、この表に定め

る使用料の額（前号の規定により加算した場合は、その加算後の額）か

��	研修室 ����円 	����円 ����円 ���	�円 ���	�円 �����円

���研修室 �����円 �����円 �����円 ������円 ������円 �����円

���研修室 �����円 ������円 �����円 ������円 ������円 	��	��円

��	研修室 �����円 ���円 �����円 �����円 �����円 ������円

���研修室 ���	�円 �	��円 ���	�円 ����円 ����円 ������円

視聴覚室 �����円 �����円 �����円 �����円 �����円 ���	��円

調理実習

室

�����円 ����円 �����円 ����円 ����円 ������円

陶芸実習

室

�����円 �����円 �����円 ������円 ������円 	��	��円

園芸実習

室

����円 �����円 ����円 ������円 ������円 ������円

和室 �����円 �����円 �����円 	����円 	����円 �����円

会議室� 	����円 ��	��円 	����円 ����円 ����円 �����円

会議室
 �����円 	��	�円 �����円 �����円 �����円 ����円

講師控室 ���円 ���円 ���円 ����円 ����円 	�	��円

体育室 	���円 �����円 	���円 ����円 ����円 �����円
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ら、当該使用料の額の�割相当額（��円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り上げた額）を減額した額とする。

ア 島根県立東部総合福祉センターの���研修室又は体育室

イ 島根県立西部総合福祉センターの���研修室、���研修室（���研修

室と連結して使用する場合に限る。）又は体育室

� この表に定める使用時間を超えて施設を使用する場合の使用料の額

は、この表に定める使用料の額（前	号の規定により加算し、又は減額

した場合は、その加算後又は減額後の額）に、
時間までごとに、当該

使用料の
時間当たりの額（��円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てた額）を加算した額とする。

� 冷暖房期間（
月
日から�月��日まで、�月
日から月��日まで

及び��月
日から��月��日までの間をいう。）においては、この表に定

める使用料の額（前�号の規定により加算し、又は減額した場合は、そ

の加算後又は減額後の額）の�割相当額（��円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた額）を冷暖房料として徴収する。

附 則

この条例中第
条の規定 (別表の改正規定を除く｡ ) は公布の日から、第
条

の規定 (別表の改正規定に限る｡ ) は平成��年�月
日から、第	条の規定は平

成��年月
日から施行する。
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島根県民生委員定数条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 11 号 

島根県民生委員定数条例 

民生委員法（昭和��年法律第���号）第�条第�項に規定する条例で定める民

生委員の定数は、次の表の左欄に掲げる市町村の区分に応じ、それぞれ同表の右

欄に定めるとおりとする。

附 則

松江市 ���人

浜田市 ��
人

出雲市 ���人

益田市 ���人

大田市 ���人

安来市 ��人

江津市 ��	人

雲南市 ���人

奥出雲町 �
人

飯南町 ��人

川本町 ��人

美郷町 ��人

邑南町 ��人

津和野町 
�人

吉賀町 �	人

海士町 �
人

西ノ島町 ��人

知夫村 �人

隠岐の島町 �人
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この条例は、平成��年�月�日から施行する。
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島根県後期高齢者医療財政安定化基金条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 12 号 

島根県後期高齢者医療財政安定化基金条例の一部を改正する条例 

島根県後期高齢者医療財政安定化基金条例（平成��年島根県条例第��号）の一

部を次のように改正する。

第�条中「�万分の�」を「��万分の		」に改める。

附 則

この条例は、平成�
年�月�日から施行する。
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島根県指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め

る条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 13 号 

島根県指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例 

目次

第�章 趣旨及び基本方針等（第�条―第�条）

第�章 人員に関する基準（第�条・第�条）

第�章 運営に関する基準（第�条―第�	条）

第�章 基準該当居宅介護支援に関する基準（第�
条）

附則

第�章 趣旨及び基本方針等

（趣旨）

第�条 この条例は、介護保険法（平成�年法律第	
�号。以下「法」という。）

第�条第�項第�号、第�条第�項第�号（法第�条の�第�項において準用

する場合を含む。）並びに第�	条第�項及び第�項の規定に基づき、指定居宅

介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定めるものとする。

（申請者の要件）

第�条 指定居宅介護支援事業者の指定に係る法第�条第�項第�号（法第�条

の�第�項において準用する場合を含む。）の条例で定める者は、法人とす

る。

（基本方針）

第�条 指定居宅介護支援の事業は、要介護状態となった場合においても、その

利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生

活を営むことができるように配慮して行われるものでなければならない。

� 指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等

に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービス

が、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われる
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ものでなければならない。

� 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者

の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指

定居宅サービス等（法第�条第��項に規定する指定居宅サービス等をいう。以

下同じ。）が特定の種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏することの

ないよう、公正中立に行われなければならない。

� 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市町村、法第���条

の	
第�項に規定する地域包括支援センター、老人福祉法（昭和��年法律第���

号）第�条の�の�に規定する老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援

事業者、指定介護予防支援事業者、介護保険施設等との連携に努めなければな

らない。

第�章 人員に関する基準

（従業者の員数）

第�条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定居宅介

護支援事業所」という。）ごとに�以上の員数の指定居宅介護支援の提供に当

たる介護支援専門員であって常勤であるもの（以下次条第�項を除き、単に

「介護支援専門員」という。）を置かなければならない。

� 前項に規定する員数の基準は、利用者の数が��又はその端数を増すごとに�

とする。

（管理者）

第�条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに常勤の管理

者を置かなければならない。

� 前項に規定する管理者は、介護支援専門員でなければならない。

� 第�項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければならな

い。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。

� 管理者がその管理する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職務に

従事する場合

� 管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合（その管理す
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る指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。）

第�章 運営に関する基準

（内容及び手続の説明及び同意）

第�条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あ

らかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第��条に規定する運営規程の概要

その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した

文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得な

ければならない。

� 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらか

じめ、居宅サービス計画が第�条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づ

き作成されるものであること等につき説明を行い、理解を得なければならな

い。

� 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があった場

合には、第�項の規定による文書の交付に代えて、第�項で定めるところによ

り、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項

を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法で

あって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により

提供することができる。この場合において、当該指定居宅介護支援事業者は、

当該文書を交付したものとみなす。

� 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの

ア 指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又はその

家族の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、

受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

イ 指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に記録された第�項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて利用申込

者又はその家族の閲覧に供し、当該利用申込者又はその家族の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的

方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっ
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ては、指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルにその旨を記録する方法）

� 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定

の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに第

�項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法

� 前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出力す

ることによる文書を作成することができるものでなければならない。

� 第�項第�号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅介護支援事業者の使用

に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電

気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

� 指定居宅介護支援事業者は、第�項の規定により第�項に規定する重要事項

を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対

し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的

方法による承諾を得なければならない。

� 第�項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事業者が使用するもの

� ファイルへの記録の方式

� 前項の規定による承諾を得た指定居宅介護支援事業者は、当該利用申込者又

はその家族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けない旨

の申出があったときは、当該利用申込者又はその家族に対し、第�項に規定す

る重要事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、当該利用申

込者又はその家族が再び前項の規定による承諾をした場合は、この限りでな

い。

（提供拒否の禁止）

第�条 指定居宅介護支援事業者は、正当な理由なく指定居宅介護支援の提供を

拒んではならない。

（サービス提供困難時の対応）

第�条 指定居宅介護支援事業者は、当該事業所の通常の事業の実施地域（当該

指定居宅介護支援事業所が通常時に指定居宅介護支援を提供する地域をいう。
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以下同じ。）等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な指定居宅介護支援を提

供することが困難であると認めた場合は、他の指定居宅介護支援事業者の紹介

その他の必要な措置を講じなければならない。

（受給資格等の確認）

第�条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供を求められた場合

には、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有

無及び要介護認定の有効期間を確かめるものとする。

（要介護認定の申請に係る援助）

第��条 指定居宅介護支援事業者は、被保険者の要介護認定に係る申請につい

て、利用申込者の意思を踏まえ、必要な協力を行わなければならない。

� 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、要介護

認定を受けていない利用申込者については、要介護認定の申請が既に行われて

いるかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用申込者の意思

を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならな

い。

� 指定居宅介護支援事業者は、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用

者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の��日前には行われるよう、必

要な援助を行わなければならない。

（身分を証する書類の携行）

第��条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専

門員に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時又は利用者若しくはその家族

から求められたときは、これを提示すべき旨を指導しなければならない。

（利用料等の受領）

第��条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援（法第	
条第�項の規定

に基づき居宅介護サービス計画費が当該指定居宅介護支援事業者に支払われる

場合に係るものを除く。）を提供した際にその利用者から支払を受ける利用料

（居宅介護サービス計画費の支給の対象となる費用に係る対価をいう。以下同

じ。）と、居宅介護サービス計画費の額との間に、不合理な差額が生じないよ
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うにしなければならない。

� 指定居宅介護支援事業者は、前項の利用料のほか、利用者の選定により通常

の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定居宅介護支援を行う場合に

は、それに要した交通費の支払を利用者から受けることができる。

� 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する費用の額に係るサービスの提供

に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容

及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。

（保険給付の請求のための証明書の交付）

第��条 指定居宅介護支援事業者は、提供した指定居宅介護支援について前条第

�項の利用料の支払を受けた場合は、当該利用料の額等を記載した指定居宅介

護支援提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。

（指定居宅介護支援の基本取扱方針）

第��条 指定居宅介護支援は、要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう行

われるとともに、医療サービスとの連携に十分配慮して行われなければならな

い。

� 指定居宅介護支援事業者は、自らその提供する指定居宅介護支援の質の評価

を行い、常にその改善を図らなければならない。

（指定居宅介護支援の具体的取扱方針）

第��条 指定居宅介護支援の方針は、第�条に規定する基本方針及び前条に規定

する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。

� 指定居宅介護支援事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画

の作成に関する業務を担当させるものとする。

� 指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利

用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいよ

うに説明を行う。

� 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者の自立

した日常生活の支援を効果的に行うため、利用者の心身又は家族の状況等に

応じ、継続的かつ計画的に指定居宅サービス等の利用が行われるようにしな
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ければならない。

� 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者の日常

生活全般を支援する観点から、介護給付等対象サービス以外の保健医療サー

ビス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス

等の利用も含めて居宅サービス計画上に位置付けるよう努めなければならな

い。

� 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成の開始に当たっては、利用者

によるサービスの選択に資するよう、当該地域における指定居宅サービス事

業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者又はその家

族に対して提供するものとする。

� 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、適切な方法に

より、利用者について、その有する能力、既に提供を受けている指定居宅

サービス等のその置かれている環境等の評価を通じて利用者が現に抱える問

題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支

援する上で解決すべき課題を把握しなければならない。

� 介護支援専門員は、前号に規定する解決すべき課題の把握（以下「アセス

メント」という。）に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその

家族に面接して行わなければならない。この場合において、介護支援専門員

は、面接の趣旨を利用者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得なけ

ればならない。

� 介護支援専門員は、利用者の希望及び利用者についてのアセスメントの結

果に基づき、利用者の家族の希望及び当該地域における指定居宅サービス等

が提供される体制を勘案して、当該アセスメントにより把握された解決すべ

き課題に対応するための最も適切なサービスの組合せについて検討し、利用

者及びその家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決

すべき課題、提供されるサービスの目標及びその達成時期、サービスの種

類、内容及び利用料並びにサービスを提供する上での留意事項等を記載した

居宅サービス計画の原案を作成しなければならない。
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� 介護支援専門員は、サービス担当者会議（介護支援専門員が居宅サービス

計画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基本としつつ、居宅サー

ビス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者（以下この条にお

いて「担当者」という。）を召集して行う会議をいう。以下同じ。）の開催

により、利用者の状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、当該居

宅サービス計画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地からの意

見を求めるものとする。ただし、やむを得ない理由がある場合については、

担当者に対する照会等により意見を求めることができるものとする。

� 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービ

ス等について、保険給付の対象となるかどうかを区分した上で、当該居宅

サービス計画の原案の内容について利用者又はその家族に対して説明し、文

書により利用者の同意を得なければならない。

� 介護支援専門員は、居宅サービス計画を作成した際には、当該居宅サービ

ス計画を利用者及び担当者に交付しなければならない。

� 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施

状況の把握（利用者についての継続的なアセスメントを含む。）を行い、必

要に応じて居宅サービス計画の変更、指定居宅サービス事業者等との連絡調

整その他の便宜の提供を行うものとする。

� 介護支援専門員は、前号に規定する実施状況の把握（以下「モニタリン

グ」という。）に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業

者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定める

ところにより行わなければならない。

ア 少なくとも�月に�回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するこ

と。

イ 少なくとも�月に�回、モニタリングの結果を記録すること。

� 介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者会議の開

催により、居宅サービス計画の変更の必要性について、担当者から、専門的

な見地からの意見を求めるものとする。ただし、やむを得ない理由がある場
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合については、担当者に対する照会等により意見を求めることができるもの

とする。

ア 要介護認定を受けている利用者が法第��条第�項に規定する要介護更新

認定を受けた場合

イ 要介護認定を受けている利用者が法第��条第�項に規定する要介護状態

区分の変更の認定を受けた場合

� 第�号から第��号までの規定は、第��号に規定する居宅サービス計画の変

更について準用する。

� 介護支援専門員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的か

つ効率的に提供された場合においても、利用者がその居宅において日常生活

を営むことが困難となったと認める場合又は利用者が介護保険施設への入院

又は入所を希望する場合には、介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を

行うものとする。

� 介護支援専門員は、介護保険施設等から退院又は退所しようとする要介護

者から依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行できるよう、

あらかじめ、居宅サービス計画の作成等の援助を行うものとする。

� 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療

サービスの利用を希望している場合その他必要な場合には、利用者の同意を

得て主治の医師又は歯科医師（以下「主治の医師等」という。）の意見を求

めなければならない。

� 介護支援専門員は、居宅サービス計画に訪問看護、通所リハビリテーショ

ン等の医療サービスを位置付ける場合にあっては、当該医療サービスに係る

主治の医師等の指示がある場合に限りこれを行うものとし、医療サービス以

外の指定居宅サービス等を位置付ける場合にあっては、当該指定居宅サービ

ス等に係る主治の医師等の医学的観点からの留意事項が示されているとき

は、当該留意点を尊重してこれを行うものとする。

� 介護支援専門員は、居宅サービス計画に短期入所生活介護又は短期入所療

養介護を位置付ける場合にあっては、利用者の居宅における自立した日常生
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活の維持に十分に留意するものとし、利用者の心身の状況等を勘案して特に

必要と認められる場合を除き、短期入所生活介護及び短期入所療養介護を利

用する日数が要介護認定の有効期間のおおむね半数を超えないようにしなけ

ればならない。

� 介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付ける場合に

あっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に福祉用具貸与が必要な理

由を記載するとともに、必要に応じて随時サービス担当者会議を開催し、継

続して福祉用具貸与を受ける必要性について検証をした上で、継続して福祉

用具貸与を受ける必要がある場合にはその理由を居宅サービス計画に記載し

なければならない。

� 介護支援専門員は、居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位置付ける場

合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に特定福祉用具販売が

必要な理由を記載しなければならない。

� 介護支援専門員は、利用者が提示する被保険者証に、法第��条第�項に規

定する認定審査会意見又は法第��条第�項の規定による指定に係る居宅サー

ビス若しくは地域密着型サービスの種類についての記載がある場合には、利

用者にその趣旨（同項の規定による指定に係る居宅サービス若しくは地域密

着型サービスの種類については、その変更の申請ができることを含む。）を

説明し、理解を得た上で、その内容に沿って居宅サービス計画を作成しなけ

ればならない。

� 介護支援専門員は、要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた

場合には、指定介護予防支援事業者と当該利用者に係る必要な情報を提供す

る等の連携を図るものとする。

� 指定居宅介護支援事業者は、法第���条の��第	項の規定に基づき、指定

介護予防支援事業者から指定介護予防支援の業務の委託を受けるに当たって

は、その業務量等を勘案し、当該指定居宅介護支援事業者が行う指定居宅介

護支援の業務が適正に実施できるよう配慮しなければならない。

（法定代理受領サービスに係る報告）
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第��条 指定居宅介護支援事業者は、毎月、市町村（法第��条第��項の規定によ

り同条第�項の規定による審査及び支払に関する事務を国民健康保険団体連合

会（国民健康保険法（昭和��年法律第��	号）第�
条第�項に規定する国民健

康保険団体連合会をいう。以下同じ。）に委託している場合にあっては、当該

国民健康保険団体連合会）に対し、居宅サービス計画において位置付けられて

いる指定居宅サービス等のうち法定代理受領サービス（法第��条第�項の規定

により居宅介護サービス費が利用者に代わり当該指定居宅サービス事業者に支

払われる場合の当該居宅介護サービス費に係る指定居宅サービスをいう。）と

して位置付けたものに関する情報を記載した文書を提出しなければならない。

 指定居宅介護支援事業者は、居宅サービス計画に位置付けられている基準該

当居宅サービスに係る特例居宅介護サービス費の支給に係る事務に必要な情報

を記載した文書を、市町村（当該事務を国民健康保険団体連合会に委託してい

る場合にあっては、当該国民健康保険団体連合会）に対して提出しなければな

らない。

（利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付）

第��条 指定居宅介護支援事業者は、利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を

希望する場合、要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合その

他利用者からの申出があった場合には、当該利用者に対し、直近の居宅サービ

ス計画及びその実施状況に関する書類を交付しなければならない。

（利用者に関する市町村への通知）

第��条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を受けている利用者が次

のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知

しなければならない。

� 正当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用に関する指示に従わない

こと等により、要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。

� 偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け、又は受けようとし

たとき。

（管理者の責務）

 
87



 号外第 28 号         島  根  県  報        平成 26 年３月 18 日   

                                           
 

 

第��条 指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介

護支援専門員その他の従業者の管理、指定居宅介護支援の利用の申込みに係る

調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなければならない。

� 指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支

援専門員その他の従業者にこの章の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行

うものとする。

（運営規程）

第��条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに、次に掲げ

る事業の運営についての重要事項に関する規程（以下「運営規程」という。）

を定めるものとする。

� 事業の目的及び運営の方針

� 職員の職種、員数及び職務内容

� 営業日及び営業時間

� 指定居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料その他の費用の額

� 通常の事業の実施地域

� その他運営に関する重要事項

（勤務体制の確保）

第��条 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対し適切な指定居宅介護支援を提

供できるよう、指定居宅介護支援事業所ごとに介護支援専門員その他の従業者

の勤務の体制を定めておかなければならない。

� 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに、当該指定居宅

介護支援事業所の介護支援専門員に指定居宅介護支援の業務を担当させなけれ

ばならない。ただし、介護支援専門員の補助の業務についてはこの限りでな

い。

� 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の資質の向上のために、その研

修の機会を確保しなければならない。

（設備及び備品等）

第��条 指定居宅介護支援事業者は、事業を行うために必要な広さの区画を有す
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るとともに、指定居宅介護支援の提供に必要な設備及び備品等を備えなければ

ならない。

（従業者の健康管理）

第��条 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の清潔の保持及び健康状態

について、必要な管理を行わなければならない。

（掲示）

第��条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所の見やすい場所

に、運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その他の利用申込者のサー

ビスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。

（秘密保持）

第��条 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員その他の従業者は、正当な理

由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならな

い。

� 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員その他の従業者であった者が、

正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすこ

とのないよう、必要な措置を講じなければならない。

� 指定居宅介護支援事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人

情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は

当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければならない。

（広告）

第��条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所について広告をす

る場合においては、その内容が虚偽又は誇大なものであってはならない。

（居宅サービス事業者等からの利益収受の禁止等）

第�	条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援事業所の管理者は、居宅

サービス計画の作成又は変更に関し、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援

専門員に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを位置付けるべき

旨の指示等を行ってはならない。

� 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成又は
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変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを利

用すべき旨の指示等を行ってはならない。

� 指定居宅介護支援事業者及びその従業者は、居宅サービス計画の作成又は変

更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを利用

させることの対償として、当該居宅サービス事業者等から金品その他の財産上

の利益を収受してはならない。

（苦情処理）

第��条 指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援又は自らが

居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等（第�項において「指定居

宅介護支援等」という。）に対する利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ

適切に対応しなければならない。

� 指定居宅介護支援事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内

容等を記録しなければならない。

� 指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援に関し、法第��

条の規定により市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は

当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関

して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた

場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならな

い。

� 指定居宅介護支援事業者は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改

善の内容を市町村に報告しなければならない。

	 指定居宅介護支援事業者は、自らが居宅サービス計画に位置付けた法第
�条

第�項に規定する指定居宅サービス又は法第
�条の�第�項に規定する指定地

域密着型サービスに対する苦情の国民健康保険団体連合会への申立てに関し

て、利用者に対し必要な援助を行わなければならない。

� 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援等に対する利用者からの苦情

に関して国民健康保険団体連合会が行う法第��条第�項第�号の調査に協力

するとともに、自ら提供した指定居宅介護支援に関して国民健康保険団体連合
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会から同号の指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従っ

て必要な改善を行わなければならない。

� 指定居宅介護支援事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場

合には、前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければならな

い。

（事故発生時の対応）

第��条 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に

より事故が発生した場合には速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うと

ともに、必要な措置を講じなければならない。

� 指定居宅介護支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置

について記録しなければならない。

� 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により

賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行わなければならな

い。

（会計の区分）

第��条 指定居宅介護支援事業者は、事業所ごとに経理を区分するとともに、指

定居宅介護支援の事業の会計とその他の事業の会計とを区分しなければならな

い。

（記録の整備）

第�	条 指定居宅介護支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記

録を整備しておかなければならない。

� 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関す

る次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から�年間保存しなければな

らない。

� 第	
条第	�号に規定する指定居宅サービス事業者等との連絡調整に関する

記録

� 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した居宅介護支援台帳

ア 居宅サービス計画
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イ 第��条第�号に規定するアセスメントの結果の記録

ウ 第��条第�号に規定するサービス担当者会議等の記録

エ 第��条第��号に規定するモニタリングの結果の記録

� 第��条に規定する市町村への通知に係る記録

� 第��条第	項に規定する苦情の内容等の記録

� 第�
条第	項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録

第�章 基準該当居宅介護支援に関する基準

（準用）

第��条 第�条、第	章及び第�章（第��条第項及び第�項を除く。）の規定

は、基準該当居宅介護支援の事業について準用する。この場合において、第

条第�項中「第��条」とあるのは「第��条において準用する第��条」と、第��

条第�項中「指定居宅介護支援（法第��条第�項の規定に基づき居宅介護サー

ビス計画費が当該指定居宅介護支援事業者に支払われる場合に係るものを除

く。）」とあるのは「基準該当居宅介護支援」と、「居宅介護サービス計画費

の額」とあるのは「法第��条第�項に規定する特例居宅介護サービス計画費の

額」と読み替えるものとする。

附 則

この条例は、平成��年�月�日から施行する。
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島根県青少年問題協議会設置条例を廃止する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 14 号 

島根県青少年問題協議会設置条例を廃止する条例 

島根県青少年問題協議会設置条例（昭和��年島根県条例第��号）は、廃止す

る。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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島根県障害者自立支援対策臨時特例基金条例を廃止する条例をここに公

布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 15 号 

島根県障害者自立支援対策臨時特例基金条例を廃止する条例 

島根県障害者自立支援対策臨時特例基金条例（平成��年島根県条例第��号）

は、廃止する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 16 号 

島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に関

する基準等を定める条例等の一部を改正する条例 

（島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例の一部改正）

第�条 島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次のように改正する。

「第�章 共同生活介護

第�節 基本方針（第���条）

目次中 第	節 人員に関する基準（第���条・第��
条） を「第�章

第�節 設備に関する基準（第���条）

第�節 運営に関する基準（第��条―第���条）」

「第�節

第�節

削除」に、「第�節 運営に関する基準（第���条―第���条）」を
第�款

第	款

第�款

第�款

運営に関する基準（第��条の	―第���条）

外部サービス利用型指定共同生活援助の事業の基本方針並びに人員、設備及び

この節の趣旨及び基本方針（第���条の	・第���条の�）

人員に関する基準（第���条の�・第���条の�）

設備に関する基準（第���条の�）
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運営に関する基準（第���条の�―第���条の��）

運営に関する基準

に、「第��章 一体型指定共同生活介護事業所等に関する

」

特例（第���条・第���条）」を「第��章 削除」に改める。

第�条第	項中「重度の肢体不自由者」の次に「又は重度の知的障害若しく

は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者」を加え、「常時介護を有

する障害者」を「、常時介護を要するもの」に改める。

第
条第�項中「者（以下この章」の次に「、第���条の	並びに第���条の

��第	項及び第�項」を加える。

第�条第�項第	号ア中「平均障害程度区分」を「平均障害支援区分」に、

「障害程度区分の」を「障害支援区分の」に改める。

第���条第�項第	号中「第���条第�項に規定する指定共同生活介護事業

者、」を削り、「又は第���条第�項」を「、第���条第�項」に改め、「指定

共同生活援助事業者」の次に「又は第���条の�第�項に規定する外部サービ

ス利用型指定共同生活援助事業者」を加え、「「指定共同生活介護事業者等」

を「「指定自立訓練（生活訓練）事業者等」に改め、同号ア中「第���条に規

定する指定共同生活介護、」を削り、「又は第���条に規定する指定共同生活

援助」を「、第���条に規定する指定共同生活援助又は第���条の	に規定する

外部サービス利用型指定共同生活援助」に、「指定共同生活介護等」を「指定

自立訓練（生活訓練）等」に、「指定共同生活介護事業所等（当該指定共同生

活介護事業者等が設置する当該指定に係る指定共同生活介護事業所（第���条

第�項に規定する指定共同生活介護事業所をいう。）、」を「指定自立訓練

（生活訓練）事業所等（当該指定自立訓練（生活訓練）事業者等が設置する当

該指定に係る」に、「又は指定共同生活援助事業所」を「、指定共同生活援助
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事業所」に、「以下この章において同じ。）」を「）又は外部サービス利用型

指定共同生活援助事業所（第���条の�第�項に規定する外部サービス利用型

指定共同生活援助事業所をいう。）をいう。以下この章において同じ。）」

に、「当該指定共同生活介護事業所等」を「当該指定自立訓練（生活訓練）事

業所等」に改め、同条第�項第�号中「指定共同生活介護事業者等」を「指定

自立訓練（生活訓練）事業者等」に改め、同号ア中「指定共同生活介護等」を

「指定自立訓練（生活訓練）等」に、「指定共同生活介護事業所等」を「指定

自立訓練（生活訓練）事業所等」に改め、同条第�項第�号中「、第��	条第

�項に規定する指定共同生活介護事業所」を削り、「指定共同生活援助事業

所」の次に「、第���条の�第�項に規定する外部サービス利用型指定共同生

活援助事業所」を加え、同号ア中「、第��
条に規定する指定共同生活介護」

を削り、「指定共同生活援助」の次に「、第���条の�に規定する外部サービ

ス利用型指定共同生活援助」を加える。

第���条中「第�条」を「第	�条」に改める。

第���条第�号中「第��	条第�項に規定する指定共同生活介護事業所又は」

を削り、「指定共同生活援助事業所」の次に「又は第���条の�第�項に規定

する外部サービス利用型指定共同生活援助事業所」を加え、「共同生活住居」

を「共同生活援助を行う住居（以下「共同生活住居」という。）」に改める。

第��
条第�項中「及び第��条第�項に規定する指定共同生活援助事業者」

を削る。

第���条第�項中「共同生活介護」を「共同生活援助」に改める。

第�章を次のように改める。

第�章 削除

第��
条から第�
�条まで 削除

第�	�条の次に次の�条を加える。

（利用者負担額に係る管理）

第�	�条の� 指定自立訓練（生活訓練）事業者は、支給決定障害者（指定宿

泊型自立訓練を受ける者及び基準省令第���条の�第�項の厚生労働大臣が
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定める者に限る。）が同一の月に当該指定自立訓練（生活訓練）事業者が提

供する指定宿泊型自立訓練及び他の指定障害福祉サービス等を受けたとき

は、当該指定宿泊型自立訓練及び他の指定障害福祉サービス等に係る利用者

負担額合計額を算定しなければならない。この場合において、当該指定自立

訓練（生活訓練）事業者は、利用者負担額合計額を市町村に報告するととも

に、当該支給決定障害者及び当該他の指定障害福祉サービス等を提供した指

定障害福祉サービス事業者等に通知しなければならない。

� 指定自立訓練（生活訓練）事業者は、支給決定障害者（指定宿泊型自立訓

練を受ける者及び基準省令第���条の�第�項の厚生労働大臣が定める者を

除く。）の依頼を受けて、当該支給決定障害者が同一の月に当該指定自立訓

練（生活訓練）事業者が提供する指定自立訓練（生活訓練）（指定宿泊型自

立訓練を除く。）及び他の指定障害福祉サービス等を受けたときは、当該指

定自立訓練（生活訓練）及び他の指定障害福祉サービス等に係る利用者負担

額合計額を算定しなければならない。この場合において、当該指定自立訓練

（生活訓練）事業者は、利用者負担額合計額を市町村に報告するとともに、

当該支給決定障害者及び当該他の指定障害福祉サービス等を提供した指定障

害福祉サービス事業者等に通知しなければならない。

第���条中「第��条、第�	条」を「第��条」に、「まで、第�	�条」を「ま

で」に改め、「、第�	条中「支給決定障害者等の」とあるのは「支給決定障害

者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び基準省令第���条において準用する基

準省令第��条の厚生労働大臣が定める者を除く。以下この条において同じ。）

の」と、「当該支給決定障害者等」とあるのは「当該支給決定障害者」と」及

び「、第�	�条中「支給決定障害者が」とあるのは「支給決定障害者（指定宿

泊型自立訓練を受ける者及び基準省令第���条において準用する基準省令第�



条の厚生労働大臣が定める者に限る。以下この条において同じ。）が」と」を

削る。

第���条中「第��条、第�	条」を「第��条」に、「まで、第�	�条」を「ま

で、第���条の�」に改め、「、第�	条中「支給決定障害者等の」とあるのは
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「支給決定障害者（基準省令第���条において準用する基準省令第��条の厚生

労働大臣が定める者を除く。以下この条において同じ。）の」と、「当該支給

決定障害者等」とあるのは「当該支給決定障害者」と」を削り、「第���条中

「支給決定障害者が」」を「第���条の	第
項中「支給決定障害者（指定宿

泊型自立訓練を受ける者及び基準省令第���条の	第
項の厚生労働大臣が定

める者に限る。）が」」に、「第���条」を「第���条の	第
項」に改め、

「同じ。）が」」の次に「と、同条第	項中「支給決定障害者（指定宿泊型自

立訓練を受ける者及び基準省令第���条の	第	項の厚生労働大臣が定める者

を除く。）の」とあるのは「支給決定障害者（基準省令第���条において準用

する基準省令第���条の	第	項の厚生労働大臣が定める者を除く。）の」」

を加える。

第���条中「相談」の次に「、入浴、排せつ又は食事の介護」を加える。

第��条第
項第
号中「��」を「�」に改め、同項中第	号を第�号とし、

第
号の次に次の
号を加える。

� 生活支援員 指定共同生活援助事業所ごとに、常勤換算方法で、次のア

からエまでに掲げる数の合計数以上

ア 障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等に関す

る省令（平成�年厚生労働省令第�号。以下「区分省令」という。）第


条第�号に規定する区分三に該当する利用者の数を�で除した数

イ 区分省令第
条第�号に規定する区分四に該当する利用者の数を�で

除した数

ウ 区分省令第
条第�号に規定する区分五に該当する利用者の数を�で

除した数

エ 区分省令第
条第�号に規定する区分六に該当する利用者の数を���

で除した数

第���条を次のように改める。

（管理者）

第���条 指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援助事業所ごとに専らそ
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の職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定共同

生活援助事業所の管理上支障がない場合は、当該指定共同生活援助事業所の

他の職務に従事させ、又は他の事業所、施設等の職務に従事させることがで

きるものとする。

� 指定共同生活援助事業所の管理者は、適切な指定共同生活援助を提供する

ために必要な知識及び経験を有する者でなければならない。

第���条を次のように改める。

（設備）

第���条 指定共同生活援助に係る共同生活住居は、住宅地又は住宅地と同程

度に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域にあり、か

つ、入所により日中及び夜間を通してサービスを提供する施設（以下「入所

施設」という。）又は病院の敷地外にあるようにしなければならない。

� 指定共同生活援助事業所は、�以上の共同生活住居（サテライト型住居

（当該サテライト型住居を設置しようとする者により設置される当該サテラ

イト型住居以外の共同生活住居であって、当該サテライト型住居に入居する

者に対する支援を行うもの（以下「本体住居」という。）と密接な連携を確

保しつつ、本体住居とは別の場所で運営される共同生活住居をいう。以下同

じ。）を除く。以下この項及び第�項から第�項までにおいて同じ。）を有

するものとし、当該共同生活住居及びサテライト型住居の入居定員の合計は

�人以上とする。

	 共同生活住居の配置、構造及び設備は、利用者の特性に応じて工夫された

ものでなければならない。

� 共同生活住居は、その入居定員を�人以上�
人以下とする。ただし、既存

の建物を共同生活住居とする場合にあっては、当該共同生活住居の入居定員

を�人以上�
人（知事が特に必要があると認めるときは�
人）以下とするこ

とができる。

 既存の建物を共同生活住居とした共同生活住居を改築する場合であって、

知事が特に必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、当該共同
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生活住居の入居定員を�人以上��人以下（ただし、当該共同生活住居を改築

する時点の入居定員と同数を上限とする。）とすることができる。

� 共同生活住居は、�以上のユニットを有するほか、日常生活を営む上で必

要な設備を設けなければならない。

� ユニットの入居定員は、�人以上��人以下とする。

	 ユニットには、居室及び居室に近接して設けられる相互に交流を図ること

ができる設備を設けることとし、その基準は、次のとおりとする。

� �の居室の定員は、�人とすること。ただし、利用者のサービス提供上

必要と認められる場合は、�人とすることができる。

� �の居室の面積は、収納設備等を除き、
���平方メートル以上とするこ

と。

 サテライト型住居の設備の基準は、次のとおりとする。

� 入居定員を�人とすること。

� 日常生活を営む上で必要な設備を設けること。

� 居室の面積は、収納設備等を除き、
���平方メートル以上とすること。

第��章第�節中第���条の前に次の�条を加える。

（入退居）

第���条の� 指定共同生活援助は、共同生活住居への入居を必要とする利用

者（入院治療を要する者を除く。）に提供するものとする。

� 指定共同生活援助事業者は、利用申込者の入居に際しては、その者の心身

の状況、生活歴、病歴等の把握に努めなければならない。

� 指定共同生活援助事業者は、利用者の退居の際は、利用者の希望を踏まえ

た上で、退居後の生活環境や援助の継続性に配慮し、退居に必要な援助を行

わなければならない。

� 指定共同生活援助事業者は、利用者の退居に際しては、利用者に対し、適

切な援助を行うとともに、保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者

との密接な連携に努めなければならない。

（入退居の記録の記載等）
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第���条の� 指定共同生活援助事業者は、入居者の入居又は退居に際しては、

当該指定共同生活援助事業者の名称、入居又は退居の年月日その他の必要な

事項（次項において「受給者証記載事項」という。）を、利用者の受給者証

に記載しなければならない。

� 指定共同生活援助事業者は、受給者証記載事項その他の必要な事項を遅滞

なく市町村に対し報告しなければならない。

（利用者負担額等の受領）

第���条の� 指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援助を提供した際は、

支給決定障害者から当該指定共同生活援助に係る利用者負担額の支払を受け

るものとする。

� 指定共同生活援助事業者は、法定代理受領を行わない指定共同生活援助を

提供した際は、支給決定障害者から当該指定共同生活援助に係る指定障害福

祉サービス等費用基準額の支払を受けるものとする。

� 指定共同生活援助事業者は、前�項の支払を受ける額のほか、指定共同生

活援助において提供される便宜に要する費用のうち、次の各号に掲げる費用

の支払を支給決定障害者から受けることができる。

� 食材料費

� 家賃（法第�	条第
項の規定により特定障害者特別給付費が利用者に支

給された場合（同条第�項において準用する法第��条第�項の規定により

特定障害者特別給付費が利用者に代わり当該指定共同生活援助事業者に支

払われた場合に限る。）は、当該利用者に係る家賃の月額から法第�	条第

�項において準用する法第��条第�項の規定により当該利用者に支給が

あったものとみなされた特定障害者特別給付費の額を控除した額を限度と

する。）

� 光熱水費

� 日用品費

� 前各号に掲げるもののほか、指定共同生活援助において提供される便宜

に要する費用のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用
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であって、支給決定障害者に負担させることが適当と認められるもの

� 指定共同生活援助事業者は、前�項の費用の額の支払を受けた場合は、当

該費用に係る領収証を当該費用の額を支払った支給決定障害者に対し交付し

なければならない。

� 指定共同生活援助事業者は、第�項の費用に係るサービスの提供に当たっ

ては、あらかじめ、支給決定障害者に対し、当該サービスの内容及び費用に

ついて説明を行い、支給決定障害者の同意を得なければならない。

（指定共同生活援助の取扱方針）

第���条の� 指定共同生活援助事業者は、第�	�条において読み替えて準用す

る第
	条に規定する共同生活援助計画（以下「共同生活援助計画」とい

う。）に基づき、利用者が地域において日常生活を営むことができるよう、

当該利用者の身体及び精神の状況並びにその置かれている環境に応じて、そ

の者の支援を適切に行うとともに、指定共同生活援助の提供が漫然かつ画一

的なものとならないよう配慮しなければならない。

� 指定共同生活援助事業者は、入居前の体験的な利用を希望する者に対して

指定共同生活援助の提供を行う場合には、共同生活援助計画に基づき、当該

利用者が、継続した指定共同生活援助の利用に円滑に移行できるよう配慮す

るとともに、継続して入居している他の利用者の処遇に支障がないようにし

なければならない。

� 指定共同生活援助事業所の従業者は、指定共同生活援助の提供に当たって

は、懇切丁寧を旨とし、利用者又はその家族に対し、支援上必要な事項につ

いて、理解しやすいように説明を行わなければならない。

� 指定共同生活援助事業者は、その提供する指定共同生活援助の質の評価を

行い、常にその改善を図らなければならない。

（サービス管理責任者の責務）

第���条の� サービス管理責任者は、第�	�条において準用する第
	条に規定

する業務のほか、次に掲げる業務を行うものとする。

� 利用申込者の利用に際し、その者に係る指定障害福祉サービス事業者等
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に対する照会等により、その者の身体及び精神の状況、当該指定共同生活

援助事業所以外における指定障害福祉サービス等の利用状況等を把握する

こと。

� 利用者の身体及び精神の状況、その置かれている環境等に照らし、利用

者が自立した日常生活を営むことができるよう定期的に検討するととも

に、自立した日常生活を営むことができると認められる利用者に対し、必

要な支援を行うこと。

� 利用者が自立した社会生活を営むことができるよう指定生活介護事業所

等との連絡調整を行うこと。

� 他の従業者に対する技術指導及び助言を行うこと。

第���条の見出しを「（介護及び家事等）」に改め、同条第�項中「による」

の次に「介護又は」を加え、同項を同条第�項とし、同条中第�項を第�項と

し、同項の前に次の�項を加える。

介護は、利用者の身体及び精神の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常

生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行わなければならない。

第���条の次に次の�条を加える。

（社会生活上の便宜の供与等）

第���条の� 指定共同生活援助事業者は、利用者について、指定生活介護事

業所等との連絡調整、余暇活動の支援等に努めなければならない。

� 指定共同生活援助事業者は、利用者が日常生活を営む上で必要な行政機関

に対する手続等について、その者又はその家族が行うことが困難である場合

は、その者の同意を得て代わって行わなければならない。

� 指定共同生活援助事業者は、常に利用者の家族との連携を図るとともに、

利用者とその家族との交流等の機会を確保するよう努めなければならない。

（運営規程）

第���条の� 指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援助事業所ごとに、

次の各号に掲げる事業の運営についての重要事項に関する運営規程を定めて

おかなければならない。
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� 事業の目的及び運営の方針

� 従業者の職種、員数及び職務の内容

� 入居定員

� 指定共同生活援助の内容並びに支給決定障害者から受領する費用の種類

及びその額

� 入居に当たっての留意事項

� 緊急時等における対応方法

� 非常災害対策

	 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類


 虐待の防止のための措置に関する事項

� その他運営に関する重要事項

第���条第�項に次のただし書を加える。

ただし、当該指定共同生活援助事業者が業務の管理及び指揮命令を確実に

行うことができる場合は、この限りでない。

第���条中第�項を第�項とし、第�項の次に次の�項を加える。

� 指定共同生活援助事業者は、前項ただし書の規定により指定共同生活援助

に係る生活支援員の業務の全部又は一部を委託により他の事業者に行わせる

場合にあっては、当該事業者の業務の実施状況について定期的に確認し、そ

の結果等を記録しなければならない。

第���条の次に次の�条を加える。

（支援体制の確保）

第���条の� 指定共同生活援助事業者は、利用者の身体及び精神の状況に応

じた必要な支援を行うことができるよう、他の障害福祉サービス事業を行う

者その他の関係機関との連携その他の適切な支援体制を確保しなければなら

ない。

（定員の遵守）

第���条の� 指定共同生活援助事業者は、共同生活住居及びユニットの入居

定員並びに居室の定員を超えて入居させてはならない。ただし、災害、虐待
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その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。

（協力医療機関等）

第���条の� 指定共同生活援助事業者は、利用者の病状の急変等に備えるた

め、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなければならない。

� 指定共同生活援助事業者は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておく

よう努めなければならない。

第���条中「、第���条から第���条まで、第��	条、第��
条及び第���条から

第���条まで」を「及び第�	�条の�」に、「第���条において準用する第��


条」を「第�条の�」に、「第���条において準用する第���条第�項」を

「第��条の�第�項」に、「第���条において準用する第���条第�項」を

「第��条の�第�項」に、「第���条において準用する第���条第�項」を

「第���条の�第�項」に、「「第���条第�項第�号中「当該指定共同生活介

護事業者」とあるのは「当該指定共同生活援助事業者」と、第���条第�項及

び第���条第�項中「第���条」とあるのは「第���条」と、第���条第�項第�

号及び第��	条第�項中「指定生活介護事業所」とあるのは「指定自立訓練

（生活訓練）事業所」」を「第�	�条の�第�項中「支給決定障害者（指定宿

泊型自立訓練を受ける者及び基準省令第���条の�第�項の厚生労働大臣が定

める者に限る。）」とあるのは「支給決定障害者（入居前の体験的な指定共同

生活援助を受けている者を除く。）」と、同条第�項中「支給決定障害者（指

定宿泊型自立訓練を受ける者及び基準省令第���条の�第�項の厚生労働大臣

が定める者を除く。）」とあるのは「支給決定障害者（入居前の体験的な指定

共同生活援助を受けている者に限る。）」」に改める。

第��章第�節の次に次の�節を加える。

第�節 外部サービス利用型指定共同生活援助の事業の基本方針並び

に人員、設備及び運営に関する基準

第�款 この節の趣旨及び基本方針

（この節の趣旨）

第���条の� 第�節から前節までの規定にかかわらず、外部サービス利用型
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指定共同生活援助（指定共同生活援助であって、当該指定共同生活援助に係

る指定共同生活援助事業所の従業者により行われる外部サービス利用型共同

生活援助計画（第���条の��において読み替えて準用する第��条に規定する

外部サービス利用型共同生活援助計画をいう。以下同じ。）の作成、相談そ

の他の日常生活上の援助（第���条の�第�項において「基本サービス」と

いう。）及び当該指定共同生活援助に係る指定共同生活援助事業者が委託す

る指定居宅介護事業者（以下「受託居宅介護サービス事業者」という。）に

より、当該外部サービス利用型共同生活援助計画に基づき行われる入浴、排

せつ、食事の介護その他の日常生活上の援助（以下「受託居宅介護サービ

ス」という。）をいう。以下同じ。）の事業を行うものの基本方針並びに人

員、設備及び運営に関する基準については、この節に定めるところによる。

（基本方針）

第���条の� 外部サービス利用型指定共同生活援助の事業は、外部サービス

利用型共同生活援助計画に基づき、受託居宅介護サービス事業者による受託

居宅介護サービスを適切かつ円滑に提供することにより、利用者が地域にお

いて共同して自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、当該

利用者の身体及び精神の状況並びにその置かれている環境に応じて共同生活

住居において相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活上の援助

を適切かつ効果的に行うものでなければならない。

第	款 人員に関する基準

（従業者の員数）

第���条の� 外部サービス利用型指定共同生活援助の事業を行う者（以下

「外部サービス利用型指定共同生活援助事業者」という。）が当該事業を行

う事業所（以下「外部サービス利用型指定共同生活援助事業所」という。）

に置くべき基本サービスを提供する従業者及びその員数は、次のとおりとす

る。

� 世話人 外部サービス利用型指定共同生活援助事業所ごとに、常勤換算

方法で、利用者の数を
で除した数以上
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� サービス管理責任者 外部サービス利用型指定共同生活援助事業所ごと

に、ア又はイに掲げる利用者の数の区分に応じ、それぞれア又はイに掲げ

る数

ア 利用者の数が��以下 �以上

イ 利用者の数が��以上 �に、利用者の数が��を超えて��又はその端数

を増すごとに�を加えて得た数以上

� 前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受け

る場合は、推定数による。

� 第�項に規定する外部サービス利用型指定共同生活援助の従業者は、専ら

外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の職務に従事する者でなければ

ならない。ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りでない。

（準用）

第���条の	 第�
�条の規定は、外部サービス利用型指定共同生活援助の事業

について準用する。

第�款 設備に関する基準

（準用）

第���条の� 第�
条の規定は、外部サービス利用型指定共同生活援助の事業

について準用する。

第�款 運営に関する基準

（内容及び手続の説明及び同意）

第���条の� 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、支給決定障害

者等が外部サービス利用型指定共同生活援助の利用の申込みを行ったとき

は、当該利用申込者に係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ、当該利

用申込者に対し、第���条の�に規定する運営規程の概要、従業者の勤務体

制、外部サービス利用型指定共同生活援助事業者と受託居宅介護サービス事

業者の業務の分担の内容、受託居宅介護サービス事業者及び受託居宅介護

サービス事業者が受託居宅介護サービスの事業を行う事業所（以下「受託居

宅介護サービス事業所」という。）の名称その他の利用申込者のサービスの
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選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当

該外部サービス利用型指定共同生活援助の提供の開始について当該利用申込

者の同意を得なければならない。

� 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、社会福祉法第��条の規定

に基づき、書面の交付を行う場合は、利用者の障害の特性に応じた適切な配

慮をしなければならない。

（受託居宅介護サービスの提供）

第���条の� 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、外部サービス

利用型共同生活援助計画に基づき、受託居宅介護サービス事業者により、適

切かつ円滑に受託居宅介護サービスが提供されるよう、必要な措置を講じな

ければならない。

� 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、受託居宅介護サービス事

業者が受託居宅介護サービスを提供した場合にあっては、提供した日時、時

間、具体的なサービスの内容等を文書により報告させなければならない。

（運営規程）

第���条の� 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、外部サービス

利用型指定共同生活援助事業所ごとに、次の各号に掲げる事業の運営につい

ての重要事項に関する運営規程を定めておかなければならない。

� 事業の目的及び運営の方針

� 従業者の職種、員数及び職務の内容

� 入居定員

� 外部サービス利用型指定共同生活援助の内容並びに支給決定障害者から

受領する費用の種類及びその額

� 受託居宅介護サービス事業者及び受託居宅介護サービス事業所の名称及

び所在地

� 入居に当たっての留意事項

� 緊急時等における対応方法

	 非常災害対策
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� 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類

� 虐待の防止のための措置に関する事項

� その他運営に関する重要事項

（受託居宅介護サービス事業者への委託）

第���条の�� 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者が、受託居宅介護

サービスの提供に関する業務を委託する契約を締結するときは、受託居宅介

護サービス事業所ごとに文書により行わなければならない。

� 受託居宅介護サービス事業者は、指定居宅介護事業者でなければならな

い。

� 受託居宅介護サービス事業者が提供する受託居宅介護サービスの種類は指

定居宅介護とする。

� 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、事業の開始に当たって

は、あらかじめ、指定居宅介護事業者と、第�項に規定する方法によりこれ

らの提供に関する業務を委託する契約を締結するものとする。

	 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、受託居宅介護サービス事

業者に、業務について必要な管理及び指揮命令を行うものとする。


 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、受託居宅介護サービスに

係る業務の実施状況について定期的に確認し、その結果等を記録しなければ

ならない。

（勤務体制の確保等）

第���条の�� 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、利用者に対し、

適切な外部サービス利用型指定共同生活援助を提供できるよう、外部サービ

ス利用型指定共同生活援助事業所ごとに、従業者の勤務の体制を定めておか

なければならない。

� 前項の従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、利用者が安心して日常

生活を送ることができるよう、継続性を重視した外部サービス利用型指定共

同生活援助の提供に配慮しなければならない。

� 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、外部サービス利用型指定
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共同生活援助事業所ごとに、当該外部サービス利用型指定共同生活援助事業

所又は受託居宅介護サービス事業所の従業者によって外部サービス利用型指

定共同生活援助を提供しなければならない。

� 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、従業者の資質の向上のた

めに、その研修の機会を確保しなければならない。

（準用）

第���条の�� 第��条、第��条、第��条から第��条まで、第��条、第�	条、第

�
条、第��条から第	�条まで、第��条、第��条、第��条、第��条、第��条、

第��条から第��条まで、第
�条、第
�条、第
	条、第���条の、第�
�条の

から第�

条のまで及び第���条のから第���条の�までの規定は、外

部サービス利用型指定共同生活援助の事業について準用する。この場合にお

いて、第��条第項中「次条第�項」とあるのは「第���条の��において準

用する第�
�条の�第�項」と、第�	条第項中「第��条第項」とあるの

は「第���条の��において準用する第�
�条の�第項」と、第��条中「療養

介護計画」とあるのは「外部サービス利用型共同生活援助計画」と、第��条

第項第�号中「第��条」とあるのは「第���条の��において準用する第��

条」と、「療養介護計画」とあるのは「外部サービス利用型共同生活援助計

画」と、同項第号中「第��条第�項」とあるのは「第���条の��において

準用する第��条第�項」と、同項第�号中「第��条」とあるのは「第���条

の��において準用する第
�条」と、同項第�号中「第��条第項」とあるの

は「第���条の��において準用する第��条第項」と、同項第�号及び第�

号中「次条」とあるのは「第���条の��」と、第
	条中「前条の協力医療機

関」とあるのは「第���条の��において準用する第���条の�第�項の協力医

療機関及び同条第項の協力歯科医療機関」と、第���条の第�項中「支

給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び基準省令第���条の第

�項の厚生労働大臣が定める者に限る。）」とあるのは「支給決定障害者

（入居前の体験的な外部サービス利用型指定共同生活援助を受けている者を

除く。）」と、同条第項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受け
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る者及び基準省令第���条の�第�項の厚生労働大臣が定める者を除く。）」

とあるのは「支給決定障害者（入居前の体験的な外部サービス利用型指定共

同生活援助を受けている者に限る。）」と、第���条第�項中「当該指定共

同生活援助事業所の従業者」とあるのは「当該外部サービス利用型指定共同

生活援助事業所及び受託居宅介護サービス事業所の従業者」と読み替えるも

のとする。

第��章を次のように改める。

第��章 削除

第	�
条及び第	��条 削除

附則第�条第�項第�号中「平均障害程度区分」を「平均障害支援区分」に

改める。

附則第�条中「指定共同生活援助事業者（」を「指定共同生活援助事業者又

は外部サービス利用型指定共同生活援助事業者（以下「指定共同生活援助事業

者等」といい、」に、「第�	�条第�項（第���条」を「第���条第�項（第	��

条の」に、「指定共同生活介護の事業等」を「指定共同生活援助の事業等」

に改める。

附則第�条中「指定共同生活援助事業者」を「指定共同生活援助事業者等」

に、「指定共同生活介護の事業等」を「指定共同生活援助の事業等」に、「第

�	�条第項及び第�項（これらの規定を第���条」を「第���条第�項及び第

�項（これらの規定を第	��条の」に改める。

附則第�条の見出し中「指定共同生活介護事業所」を「指定共同生活援助事

業所」に改め、同条第�項中「第��
条第�項」を「第���条第�項」に、「指

定共同生活介護事業所」を「指定共同生活援助事業所」に、「第�条第�号」

を「第�条第�号」に、「同条第�号」を「同条第号」に、「同条第号」

を「同条第�号」に改め、同条第�項中「第��
条第�項」を「第���条第�

項」に、「指定共同生活介護事業所」を「指定共同生活援助事業所」に、「第

�条第�号」を「第�条第�号」に、「同条第�号」を「同条第号」に、

「同条第号」を「同条第�号」に改め、同条第�項中「第�	�条第�項第�
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号イからエまで」を「第���条第�項第�号イからエまで」に改める。

附則第�条中「指定共同生活介護の事業等」を「指定共同生活援助の事業

等」に、「第��	条（第��
条」を「第��
条（第���条の�」に、「第��	条第

�項」を「第��
条第�項」に、「同条第�項第�号」を「同条第項第�号」

に改める。

（島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一

部改正）

第�条 島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

（平成��年島根県条例第	�号）の一部を次のように改正する。

第�条第�項第�号アイ�ａ�中「平均障害程度区分」を「平均障害支援区

分」に、「障害程度区分の」を「障害支援区分の」に改める。

（島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正）

第�条 島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

��年島根県条例第		号）の一部を次のように改正する。

第��条第�項第�号ア中「平均障害程度区分」を「平均障害支援区分」に、

「障害程度区分の」を「障害支援区分の」に改める。

第��条第項に次のただし書を加える。

ただし、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所で

あって、利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。

第
�条第�項中「第��条第�項第�号イ及びエ、第�項並びに」を「第��条

第�項第�号エ及び」に改める。

附則第�条第�号中「平均障害程度区分」を「平均障害支援区分」に改め

る。
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（島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第�条 島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成��年島

根県条例第��号）の一部を次のように改正する。

第��条第�項第	号アイ�ａ�中「平均障害程度区分」を「平均障害支援区

分」に、「障害程度区分の」を「障害支援区分の」に改める。

附 則

（施行期日）

� この条例は、平成�
年�月�日から施行する。

（島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例の一部改正に伴う経過措置）

	 この条例の施行の際現に第�条の規定による改正前の島根県障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス

事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「旧指定障害

福祉サービス基準条例」という。）第���条に規定する指定共同生活介護の事

業を行う事業所並びに旧指定障害福祉サービス基準条例第���条に規定する指

定共同生活介護の事業等を行う一体型指定共同生活介護事業所及び一体型指定

共同生活援助事業所については、第�条の規定による改正後の島根県障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉

サービス事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新

指定障害福祉サービス基準条例」という。）第���条に規定する指定共同生活

援助の事業を行う事業所とみなす。

 この条例の施行の際現に旧指定障害福祉サービス基準条例第���条に規定す

る指定共同生活援助の事業を行う事業所（次項において「旧指定共同生活援助

事業所」という。）は、新指定障害福祉サービス基準条例第���条の	に規定

する外部サービス利用型指定共同生活援助の事業を行う事業所（附則第�項に
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おいて「外部サービス利用型指定共同生活援助事業所」という。）とみなす。

� この条例の施行の日において現に存する旧指定共同生活援助事業所につい

て、新指定障害福祉サービス基準条例第���条の�の規定を適用する場合にお

いては、当分の間、同条第�項第�号中「�」とあるのは「��」とする。

� 附則第	項の規定により、外部サービス利用型指定共同生活援助事業所とみ

なされたものについて、新指定障害福祉サービス基準条例第���条の��第�項

の規定を適用する場合においては、この条例の施行後最初の指定の更新までの

間は、同項中「事業の」とあるのは「受託居宅介護サービスの提供の」とす

る。
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精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 38 条の２第３項の規定に基

づく報告に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 17 号 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 38 条の２第３項の規定

に基づく報告に関する条例の一部を改正する条例 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第��条の�第�項の規定に基づく報

告に関する条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次のように改正する。

第�条中「第		条の
第�項」を「第	�条第�項」に改める。

附 則

この条例は、平成	�年
月�日から施行する。
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貸付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 18 号 

貸付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する条例 

貸付金の返還債務の免除に関する条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を

次のように改正する。

第�条の表新規就農者経営安定資金の項中「認定就農者（」の次に「農業の構

造改革を推進するための農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する等の法律

（平成��年法律第���号）第�条の規定による廃止前の」を加える。

附 則

この条例は、農業の構造改革を推進するための農業経営基盤強化促進法等の一

部を改正する等の法律（平成��年法律第���号）の施行の日又はこの条例の公布

の日のいずれか遅い日から施行する。
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島根県農業構造改革支援基金条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 19 号 

島根県農業構造改革支援基金条例 

（設置）

第�条 農業の担い手への農地の集積及び集約化を促進するための事業に要する

経費に充てるため、島根県農業構造改革支援基金（以下「基金」という。）を

設置する。

（積立て）

第�条 基金として積み立てる額は、予算で定める。

（管理）

第�条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法

により保管しなければならない。

� 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えるこ

とができる。

（運用益金の処理）

第�条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金

に繰り入れるものとする。

（繰替運用）

第�条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間

及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することが

できる。

（委任）

第�条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が

定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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島根県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 20 号 

島根県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例 

島根県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例（平成��年島根県条例第�号）の一

部を次のように改正する。

第�条中「短期の」を削り、「及び」の次に「在職者の処遇の改善並びに」を

加える。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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参考人等に対する費用弁償等支給条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 21 号 

参考人等に対する費用弁償等支給条例の一部を改正する条例 

参考人等に対する費用弁償等支給条例（昭和��年島根県条例第�号）の一部を

次のように改正する。

第�条中「鑑定�件につき��	

円以内で」を「鑑定をするに当たり必要とし

た特別の技能の程度並びにこれに要した時間及び費用を考慮して」に改める。

第�条中「程度及び」を「程度並びに」に改める。

附 則

この条例は、平成��年�月�日から施行する。
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島根県水防協議会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 22 号 

島根県水防協議会条例の一部を改正する条例 

島根県水防協議会条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次のように改正

する。

第�条を第��条とし、第	条から第
条までを�条ずつ繰り下げ、第�条の次

に次の�条を加える。

第	条 協議会は、会長�人及び委員��人以内で組織する。

附 則

この条例は、平成�年�月�日から施行する。

 
121



 号外第 28 号         島  根  県  報         平成 26 年３月 18 日  

                                        

 

県立学校の職員定数条例及び市町村立学校の教職員定数条例の一部を改

正する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 23 号 

県立学校の職員定数条例及び市町村立学校の教職員定数条例の一部

を改正する条例 

（県立学校の職員定数条例の一部改正）

第�条 県立学校の職員定数条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次のよ

うに改正する｡

第�条中「����	人」を「���	�人」に､「�
�人」を「�
�人」に､「
��人」

を「

�人」に改める。

（市町村立学校の教職員定数条例の一部改正）

第�条 市町村立学校の教職員定数条例（昭和��年島根県条例第�号）の一部を

次のように改正する｡

第�条中「�����人」を「�����人」に、「��人」を「���人」に改める。

附 則

この条例は、平成	�年�月�日から施行する。
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島根県立高等学校等条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 24 号 

島根県立高等学校等条例の一部を改正する条例 

島根県立高等学校等条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次のように改

正する。

第�条中「の専攻科」を削り、「授業料」の次に「又は受講料」を加え、同条

に次の�項を加える。

� 高等学校の定時制の課程又は通信制の課程に在学する者であって高等学校通

信教育規程（昭和��年文部省令第��号）第	�条第�項の規定による許可を受け

て科目を履修するものは、当該科目の受講料を別表第�の定めるところにより

納付しなければならない。

第
条第�項に次のただし書を加える。

ただし、高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成��年法律第	�号。

第�条第�項第�号及び第条第�号において「就学支援金支給法」とい

う。）第�条第�項に規定する高等学校等就学支援金（以下「就学支援金」と

いう。）に関する事務を処理するために必要な場合として教育委員会規則で定

める場合にあっては、教育委員会規則で定める期間に納付することができる。

第
条第�項中「の期間」を「に規定する期間（同項ただし書に規定する期間

を含む。）」に改める。

第�条第�項中「�日以内」の次に「（就学支援金に関する事務を処理するた

めに必要な場合として教育委員会規則で定める場合にあっては、教育委員会規則

で定める期間）」を加え、同条第�項中「前�項」を「前�項」に改め、同項を

同条第
項とし、同条中第�項を第�項とし、第�項の次に次の�項を加える。

� 前項の規定にかかわらず、校長は、やむを得ない理由があると認める者の授

業料について、同項に規定する期間を延長することができる。

第�条第�項中「学業が優秀な者であって、かつ、学資の支弁が困難なもの」

を「次の各号のいずれかに該当する者」に改め、同項に次の各号を加える。

 
123



 号外第 28 号         島  根  県  報        平成 26 年３月 18 日   

                                           
 

 

� 学資の支弁が困難な者であって、教育委員会規則で定めるもの

� 前号に掲げる者のほか、就学支援金支給法第�条第�項第�号に掲げる者

のうち授業料を減免する必要がある者として教育委員会規則で定めるもの

� 前�号に掲げる者のほか、授業料を減免する必要がある者として教育委員

会規則で定めるもの

第�条の見出しを「（受講料及び聴講料の納付時期等）」に改め、同条中「聴

講料」を「受講料及び聴講料」に、「聴講科目」を「受講科目又は聴講科目」に

改め、同条に次のただし書を加える。

ただし、受講料は、就学支援金に関する事務を処理するために必要な場合と

して教育委員会規則で定める場合にあっては、教育委員会規則で定めるときに

納付することができる。

第�条に次の�項を加える。

� 前条第�項の規定は、受講料について準用する。

第�条を次のように改める。

（授業料等の不還付）

第�条 既に納付した授業料、受講料、聴講料、入学料及び受検料は、還付しな

い。ただし、次に掲げるものについては、この限りでない。

� 就学支援金支給法第�条の規定により就学支援金をもって債権の弁済に充

てることとなる授業料及び受講料

� 最終学年の�月分の授業料を納付した者が当該月前に当該高等学校又は当

該課程に在籍しないこととなった場合における当該月分の授業料

� 第�条の規定により減免された授業料及び第�条第�項において準用する

第�条第�項の規定により減免された受講料

別表第�の�の表を次のように改める。

� 授業料

区 分 年 額

全日制の課程及び専攻科 

���		円
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別表第�の�の表を別表第�の�の表とし、別表第�の�の表を別表第�の�

の表とし、別表第�の�の表を別表第�の�の表とし、別表第�の�の表の次に

次の�表を加える。

� 受講料

附 則

（施行期日）

� この条例は、平成��年�月�日から施行する。

（経過措置）

� この条例の施行の日の前日において現に島根県立の高等学校に在学している

者に係る授業料及び受講料については、なお従前の例による。

� この条例の施行の日以後において、編入学し、転学し、又は転籍した者に係

る授業料及び受講料は、この条例による改正後の島根県立高等学校等条例の規

定にかかわらず、その者の属する学年の在学者に係る授業料及び受講料の例に

よる。

� 前�項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な経過措置に関する

事項は、教育委員会規則で定める。

定時制の課程（単位制による課程を除く。） �����円

区 分 金 額

定時制の課程（単位制による課程に限る。） �単位につき 
����円

通信制の課程 �単位につき ���円
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島根県立体育施設条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 25 号 

島根県立体育施設条例の一部を改正する条例 

島根県立体育施設条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次のように改正

する。

を「���円」に、「���円」を「���円」に、「�	�円」を「�
�円」に、「���円」

「 「

別表第�の�の表中 を に、「���円」

」 」

円

����

�����

�

��

�
�	�

����

����

��	�

���
�

�
��

����

����

�����

円

��	�

��
��

�
���

�	�	�

����

��	�

����

�����

�
��

�

�

����

�����

「 「

を「���円」に、 を に改め、別表第�の�

����

��	�

�	
�

����

����

��	�

����

����

����

�
��

��	�

����
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の表中「�����円」を「�����円」に、「�����円」を「�����円」に改め、別表第

�の	中「�
�円」を「���円」に改める。

別表第�の�の表中備考以外の部分を次のように改める。

� 施設使用料

」 」

���


���

���

���

���

��

���


����

�
�

���

���

���

区 分

使 用 料

貸切りの場合 貸切りでない場合

午前�時

から午後

�時まで

�時間ま

でごと

午後�時

から午後

�時まで

�時間ま

でごと

�人�施設�回につ

き

アリー

ナ

アマチュ

アスポー

ツに使用

する場合

入場料を徴

収しない場

合

円

�����

円

��
�

� 幼稚園の幼児、

小学校の児童、中

学校若しくは高等

学校の生徒又はこ

れらに準ずる者

��円

� 大学の学生又は

これに準ずる者



�円

入場料を徴

収する場合


����� ���
��

アマチュ

アスポー

ツ以外に

使用する

入場料を徴

収しない場

合

����� ���
�

入場料を徴 ���
� ������
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別表第�の�の表の備考第�号中「競技場」を「アリーナ」に改め、別表第�

の�の表中「�����円」を「���	�円」に、「
��
�円」を「
���円」に改める。

場合 収する場合 � 前�号に掲げる

者以外の者（�歳

未 満 の 者 を 除

く。）

	�円

多目的ルーム又はフィットネス

ルーム

��� 	��

キッズルーム ��� ����

トレーニングルーム ��� ��� � 中学校若しくは

高等学校の生徒又

はこれらに準ずる

者

��円

� 大学の学生又は

これに準ずる者

	�円

� 前�号に掲げる

者以外の者（未就

学児及び小学校の

児童を除く。）

���円

会議室 �� ���

研修室 
�� ���

「

別表第�の�の表中 を

円

��
�

円

��	��

	���� �����

��
� �����
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「�����円」に、「�����円」を「�����円」に改める。

附 則

（施行期日）

	 この条例は、平成��年
月	日から施行する。

（準備行為）

� この条例の施行の日以後の使用に係る島根県立体育館の施設及び設備の使用

の許可に関し必要な準備行為は、同日前においても行うことができる。

」

������ ������

�� ���

�� ���

「

に改め、別表第�の�の表中「�����円」を

」

円

�����

円

����

����� �����

������ ������

����� ������

�� ���

�� ���
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島根県立青少年社会教育施設条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 26 号 

島根県立青少年社会教育施設条例の一部を改正する条例 

島根県立青少年社会教育施設条例（平成�年島根県条例第�号）の一部を次の

ように改正する。

別表の�の表中「�����円」を「���	�円」に、「��	
�円」を「��	��円」に改

め、別表の�の�のア�の表を次のように改める。

ア� 第�研修室等

区 分

使 用 料 の 額

午前�

時から

正午ま

で

午後�

時から

午後�

時まで

午後�

時から

午後��

時まで

午前�

時から

午後�

時まで

午後�

時から

午後��

時まで

午前�

時から

午後��

時まで

第�研修室、第�研

修室、第�研修室、

第�研修室又は特別

研修室

円

��

円

��

円

��

円

�����

円

���
�

円

��	��

第�研修室 ��	�� ����� ����� ��		� 
���� 	�	��

第�研修室 ��� ��� ��� ��� ��� ��

和室研修室 ��� ��� ��� ��
�� ����� �����

和室���、和室���又

は和室���

�� �� �� ����� ���
� ��	��

音楽室 ��� ����� ����� ���� ����� ���
�

茶室 ��� 
	� 
	� ��� �� �����

試食室 	�� ��� ��� ����� ��	�� ����

調理室 ����� ����� ����� ����� ����� 
�
��
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別表の�の�のイ�の表を次のように改める。

イ� 第�創作室等

別表の�の�のウ�の表中「�����円」を「�����円」に、「	
�円」を「	��円」

に、「�����円」を「���	�円」に、「����円」を「����円」に、「�����円」を

「����円」に改め、別表の�の�の表を次のように改める。

� 島根県立少年自然の家

ア� 第�研修室等

多目的ホール ����� ����� ����� ����� ����� ���
	�

体育館 �時間につき ��
�円

区 分

使 用 料 の 額

午前�

時から

正午ま

で

午後�

時から

午後�

時まで

午後�

時から

午後��

時まで

午前�

時から

午後�

時まで

午後�

時から

午後��

時まで

午前�

時から

午後��

時まで

第�

創作

室

貸切りの場合 円

	�

円

�����

円

�����

円

�����

円

��
	�

円

��	��

貸切りでない

場合（�人に

つき）

�
� ��� ��� 
�� ��� ��

第�

創作

室

貸切りの場合 �� �� �� ����� ���	� ��
��

貸切りでない

場合（�人に

つき）

��� �	� �	� 	�� 	�� ���

使 用 料 の 額

午前� 午後� 午後� 午前� 午後� 午前�
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イ� 第�ホール等

別表の�の表の備考第�号中「�の表」を「�のア�の表及びイ�の表」に改め

る。

附 則

（施行期日）

� この条例は、平成��年�月�日から施行する。

区 分 時から

正午ま

で

時から

午後�

時まで

時から

午後	


時まで

時から

午後�

時まで

時から

午後	


時まで

時から

午後	


時まで

第�研修室 円

	��


円

	��



円

	��



円

��	


円

���



円

��


第�研修室 ��
 	�	�
 	�	�
 ��

 ���
 ���	


第�研修室 ��
 ��
 ��
 �	
 	�

 	��


体育館 �時間につき 	���
円

区 分

使 用 料 の 額

午前�時から正

午まで

午後�時から午

後�時まで

午前�時から午

後�時まで

第�ホール 円

	��


円

	���


円

���



創作室 �
 	���
 ���



第�研修室又は第�

研修室

�	
 ��
 	��


水星棟、金星棟、火

星棟、木星棟又は土

星棟

����
 ����
 ���



地球棟 �	
 	�	

 	��	
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（準備行為）

� この条例の施行の日以後の使用に係る島根県立少年自然の家の施設及び設備

の使用の許可に関し必要な準備行為は、同日前においても行うことができる。
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島根県社会教育委員に関する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 27 号 

島根県社会教育委員に関する条例 

島根県社会教育委員の定数及び任期に関する条例（昭和��年島根県条例第��

号）の全部を改正する。

（設置）

第�条 社会教育法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき、島

根県社会教育委員（以下「委員」という。）を置く。

（委嘱の基準）

第	条 委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動

を行う者並びに学識経験のある者の中から島根県教育委員会が委嘱する。

（定数）

第
条 委員の定数は、��人以内とする。

（任期）

第�条 委員の任期は、	年とする。

	 島根県教育委員会は、特別の事情があると認めたときは、委員の任期中でも

これを解嘱することができる。

附 則

（施行期日）

� この条例は、平成��年�月�日から施行する。

（経過措置）

	 この条例の施行の際現に置かれている委員は、この条例の施行の日において

第�条の規定により置かれた委員となり、同一性をもって存続するものとす

る。
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島根県議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議

員の数に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 26 年３月 18 日 

                   島根県知事 溝 口 善兵衛  

島根県条例第 28 号 

島根県議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべ

き議員の数に関する条例の一部を改正する条例 
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